
風疹と先天性風疹症候群 （CRS） は感染症法に基づ
く 5 類感染症全数把握疾患である。診断した医師は, 

診断後 7 日以内に届け出る義務があるが, より迅速な
行政対応のために, 可能な限り24 時間以内の届出が求
められている （「風しんに関する特定感染症予防指針
（以下略称 :指針）」 （2014 年 3 月28日厚生労働省告示
第 122 号）。届出のために必要な要件は, 臨床診断例 :

全身性の小紅斑や紅色丘疹, 発熱, リンパ節腫脹の 3

つすべてを満たすもの, 検査診断例 : 上記 3 つのうち 1

つ以上を満たし, かつ, 病原体診断されたもの。
風疹の感染症発生動向調査 :風疹患者報告数は 2011

年には378 であったが, 2012 年 2,386, 2013年 14,344と
なった。その後報告数は減少し, 2014 年には 320 になっ
た （図 1 上図）。2011～2015 年第 25 週の検査診断例の
割合は 63～78％であった （図 1 上図）。病原体診断の方
法としては IgM 抗体の検出が最も多かった （検査診断
例の 80％）。風疹の診断には, 臨床症状に加えて, 疫学
的リンクや周りの流行状況が参考になるが, よく似た
疾患が多いため, 可能な限り病原体診断を実施するこ
とが重要である。風疹との鑑別を要する疾患は, 伝染
性紅斑, 麻疹, 伝染性単核症, エンテロウイルス感染
症, 溶連菌感染症, 薬疹等である。

2011 年～2015 年第 25 週までの風疹報告数は, 男性
13,305, 女性 4,214 で, 男性が女性の約 3 倍である。

2013 年の流行では, 男性患者のピークは第 19 週 （664）,
女性患者のピークは第 21 週 （241） であった （図 1 下
図）。

2011 年は福岡県, 神奈川県, 大阪府からの報告が多
かったが, 2012 年には石川県, 徳島県, 宮崎県を除く
すべての都道府県から, 2013 年は 47 都道府県すべてか
ら患者が報告された （2013 年の日本の人口100 万当た
り報告数は 112.7） （ 3 ページ図 2 ）。2014 年は東京都, 

神奈川県からの報告が多かった。
2011～2012 年は, 男性は 30 代前半, 女性は 20 代前半

の患者が多く, 流行のピークであった 2013 年は, 男性
は 30 代後半, 女性は 20 代前半の患者が多かった （次ペー
ジ図 3 ）。20 代前半の女性には定期接種の機会が 1 回で
あった1990 年 4 月 1 日以前生まれの女性が含まれる。

CRS の感染症発生動向調査 :妊娠 20 週頃までの妊
婦が風疹ウイルスに感染すると CRS 児が出生する可
能性がある （本号 9 ページ）。2012 年第 42 週～2014 年
第 40 週までの CRS の報告数は 45 であった（図 1 下図）。
女性の風疹報告数のピークの 5 ～ 6 カ月後に CRS の報
告が週当たり 3 を超えた。CRS 児の母親の妊娠中の風
疹推定感染地域を図 4 に示す。2012～2013 年の流行で
風疹の累積報告数が 500 以上の 6 都府県 〔埼玉県 （704）, 
千葉県 （824）, 東京都 （4,116）, 神奈川県 （1,944）, 大
阪府 （3,600） （本号 4 ページ）, 兵庫県 （1,455）〕 を母親
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の風疹推定感染地域としたCRS児はそれぞれ, 6 , 3 , 

11, 6 , 7 , 3 であった。
また, CRS 児 12 例の咽頭ぬぐい液から経時的に風
疹ウイルス遺伝子の検出を行った結果, 生後 3 か月ま
での検出が最も多く, 最長で 13 か月であった （本号 4

ページ）。出生時には CRS の症状がなくても, その後, 

難聴 （本号 7 ページ）, 白内障が顕性化する場合がある
ことから, 風疹に罹患したあるいはその疑いがある母
親から生まれた児の注意深い経過観察が必要である。
風疹含有ワクチンの定期接種率 : 2015 年 5 月現在, 1

歳児 （第 1 期） と 5 歳以上 7 歳未満でかつ小学校入学
前 1 年間の児 （第 2 期） を対象に, 原則, 麻疹風疹混
合ワクチン （以下, MR ワクチン） による 2 回の定期接
種が行われている。2011～2013 年度の接種率は, 第 1

期は 95.3～97.5％, 第 2 期は 92.8～93.7％であった （本
号 16 ページ）。
風疹抗体保有率 （感染症流行予測調査）: 2014 年, 全

国 17の地方衛生研究所 （地衛研） が, 5,743 （男性 2,882,

女性 2,861） の健常人につき, 風疹の赤血球凝集抑制 

（HI） 抗体価を測定した （次ページ図 5 ）。抗体保有率 

（HI 価 8 以上）は, 0 歳で 25～27％, 1 歳で 63～67％, 2

歳以上20 代までは概ね 90％以上 （ 2 ～29 歳では男性
93％/女性96％） であった。成人女性はすべての年齢
群で 90％以上であったが, 成人男性では 35～39 歳で
82％, 40～44歳 79％, 45～49 歳 74％, 50～54 歳 77％で
あった （本号 14 ページ）。この男女差は, 1962 年 4 月 2

日～1979 年 4 月 1 日生まれの者は, 女性だけが風疹ワ
クチンの定期接種対象であったことなどによる。
海外の風疹の状況と風疹ウイルス遺伝子型 :海外で
はまだ大規模な流行が繰り返されている国が多く, 毎
年世界で約 11 万人の CRS が生まれていると世界保健
機関 （WHO） は推定している （指針）。2012 年の世界
保健総会では, 2020 年までに世界 6 地域中 5 地域での

風疹の排除を目標に掲げ, 2015 年 4 月には南北アメリ
カ大陸がいち早く風疹の排除を達成した。風疹ウイル
スには現在 13の遺伝子型があり, 2011～2015 年 6 月に
世界で流行した遺伝子型は 1a, 1E, 1G, 1J および 2B

の 5 種類で, 特に 2B は 2006 年以降, 全世界に拡がって
いる。WHO 西太平洋地域や WHO 南東アジア地域の
流行株のほとんどは遺伝子型 1E および 2B である。近
年, 流行している風疹ウイルスの遺伝子型の種類が少
なくなってきたことから, ウイルスの追跡には遺伝子
型のみならず系統遺伝子解析が必要となる （本号 19

ページ）。
今後の風疹対策 :わが国は指針に基づき, 早期に CRS

の発生をなくすとともに, 2020 年度までに風疹の排除
を達成することを目標としている （本号 17 ページ）。し
かし, 2013 年の流行 （IASR 34: 348-349, 377-378, 2013 

& 35: 17-19, 2014） 後も風疹に感受性がある人が成人
男性に多く残されており, 風疹を排除し CRS の発生を
なくすためには男性への対策が重要である。

2013 年の流行時には, 推定感染場所が明らかになっ
た者の中では, 職場での報告が最多であり, 企業・産
業医の感染症対策上の役割も大きい （本号 12 ページ）。
2015 年には, アジアに拠点を持つ企業での風疹集団発
生に対して, 企業・保健所・産業医・自治体・地衛研・
国立感染症研究所 （感染研） が対応し, 地域への流行
を防いだ事例があった （本号 10 ページ）。
産科医を対象としたカウンセリング相談窓口 （ 2 次

施設） が全国 9 地区 （16 病院） に設けられている （本号
6 ページ）。妊娠中の風疹 HI 抗体価が 16 以下の妊婦に
対する出産後の予防接種を推進し, 妊娠を希望する女
性や妊婦の家族のみならず, 妊娠を予定していない女
性や未婚の男性に対しても CRS のリスクに関する啓
発や事前の予防対策が重要である （本号 4 , 6 ＆ 13

ページ）。
厚生労働省雇児局保育課は, 保育士養成施設の保育
実習において, 予防接種未接種・未罹患者 （含接種歴
および罹患歴不明者） には抗体検査または予防接種を
推奨している （本号18 ページ）。
なお, 感染研は指針に基づき①職場における風疹対
策, ②医療機関における風疹対策, ③自治体における
風疹発生時対応, ④都道府県における麻疹風疹対策会
議等, ⑤医師による風疹・先天性風疹症候群届出, の 5

つのガイドラインを作成した。
指針の目標である2020 年度までにわが国からの風
疹排除を達成するためには, 多くの関係者の協力が必
要であり, 国民一人ひとりが自分のこととして風疹の
予防 （MR ワクチン接種あるいは風疹抗体検査等） に
努めることが重要である。抗体検査を実施せずに MR

ワクチンを接種しても医学的に問題はない。抗体検査
で抗体陰性あるいは低値と判明したまま放置すること
がないよう注意が必要である。

図3. 風疹患者の性別年齢分布, 2011～2015年

年齢群
（感染症発生動向調査 : 2015年6月24日現在報告数）
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Figure 2. Number of reported rubella cases and notification rate, by prefecture, 2011-2014, Japan
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Figure 5. Proportion seropositive against rubella virus by age and gender, 2014, Japan
(National Epidemiological Surveillance of Vaccine-Preventable Diseases)
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http://www.nih.go.jp/niid/images/epi/rubella/

GLMM_150310.pdf

⑤医師による風しん・先天性風しん症候群届出ガイ
ドライン（第 1 版）
http://www.nih.go.jp/niid/images/epi/rubella/

RubellaCRS_GL_20150327.pdf
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＜特集関連情報＞
東京都における先天性風しん症候群および先天性風
しん感染児を対象とした風しんウイルス遺伝子検査

はじめに
感染症発生動向調査による現在の集計方法が開始さ
れた1999 年以降, 東京都内における2012 年までの先天
性風しん症候群 （congenital rubella syndrome: CRS） 
患者の報告は 3 件であった。しかし, 2012 年夏季から
続いた全国的な風しんの流行に伴い, 2013 年には13

件, 2014 年にも 3 件の CRS 患者が報告された。
一方, CRS 児の10～20％は生後 1 年を経ても風しん
ウイルス （rubella virus: RV） を排泄するという報
告 1, 2）があるが, 国内において実施された CRS 児のウ
イルス排泄に関する研究報告は少ない。また, 個々の
CRS 児や先天性風しん感染 （congenital rubella in-

fection: CRI） 児に対し, ウイルスの排泄状況を踏ま
えた治療や生活指導を行うためには, それらの児を対
象とした RV の継続的な検査が必要と考えられた。
このような背景から, 東京都健康安全研究センター
では CRS・CRI 児における RV 感染および RV 排泄
期間の評価を目的に, CRS・CRI 児を対象とするRV

遺伝子検査を2013 年 9 月～2015 年 3 月まで実施した。
本報告では, 2013 年 1 月以降に出生した CRS 児のうち, 

RV 遺伝子陰性確認までの追跡が可能であった12 例に
ついて記述する。
実施方法
都内 12 の協力医療機関に入院または通院中の CRS・

CRI 児のうち, 検査に同意が得られた児を対象に咽頭
ぬぐい液を用いた RV 遺伝子検査を行った。検査対象
とする児は次の①, ②いずれかの要件を満たす者とし, 

尿, 血液の検査を希望する医療機関に対しては, それ
らを用いた検査も同時に実施した。
  ①  妊娠中に風しんに罹患した母から生まれた RV 

IgM 抗体陽性の児
  ②  出生後, 症状および抗体検査等からCRSと診断さ
れた児

RV 遺伝子の検出は, 国立感染症研究所による病原
体検出マニュアルに従い, E1 領域をターゲットとし
た RT-PCR を用いて実施した。

RV 遺伝子が検出された CRS・CRI 児については, 

生後 3 か月, 6 か月, 9 か月, 12 か月を目途に継続検査
を実施し, RV 排泄期間の評価を行った。原則として
連続する 2 回の検査が RV 遺伝子陰性となった時点で
検査終了とし, 最後に陽性が確認された月齢までをそ
の症例の RV 排泄期間とした。
結　果
RV 感染の評価を目的とした初回検査用の検体採取
が, 生後 6 か月となった児が 1 例, 生後 3 か月となっ
た児が 2 例あったが, 他の 9 例は生後 2 か月以内に検

体採取が行われた。検査の結果, 12  例中11 例が RV 陽
性となり, 陰性であった 1 例についても確認のため実
施した 2 回目の検査では RV 陽性となった。
継続検査において RV 陽性が確認された児は, 生後

2 か月までが 1 例, 3 か月が 4 例 （尿検体のみ RV 陽性
となった 1 例を含む）, 4 か月が 2 例, 5 か月, 7 か月, 8

か月, 11 か月, 13 か月がそれぞれ 1 例であった。
なお, 本調査の実施期間中 CRI に該当する児の報告

はなかった。
まとめ
1） CRS 児における RV 感染
検査を実施した CRS 児全例からRV 遺伝子が検出
され （確認のため実施した 2 回目の検査で RV 陽性と
なった 1 例を含む）, 出生直後の CRS 児はほぼ全例が
RV に感染 （排泄） しているものと推察された。

2） CRS 児における RV 排泄期間
生後 3 か月時点で RV を排泄していると考えられる

CRS 児は, 12 例中11 例 （91.7％） で, 生後 6 か月では 4

例 （33.3％）, 生後 9 か月で 2 例 （16.7％）, 生後12 か月
で 1 例 （8.3％） であった。月齢とともに RV 排泄率は
低下し, 確認された RV 排泄期間の最長は生後 13 か月
であった。

3） 対応策の必要性
CRS 児においては, 出生直後から 3 カ月以内ではほ

ぼ全例, その後は月齢とともにウイルス検出陽性の割
合が低下していったため, この間の非感染児への感染
防止対策の必要性が示唆された。
参考文献

1） Cooper LZ, Krugman S, Arch Ophthal 77: 434-
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＜特集関連情報＞
大阪府における風しん流行と先天性風しん症候群の
発生動向

大阪府における風しん流行
大阪府内で感染症サーベイランスシステム （NESID）
に報告された風しん報告数は 2008 年 24 例, 2009 年 12

例, 2010 年 9 例と推移していたが, 2011年から報告数
が増加に転じた。2011年には前年の5.8倍となる53例, 

2012 年, 2013 年にはそれぞれ 408 例, 3,192 例が報告さ
れる大きなアウトブレイクとなった。報告症例数は, 
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その後 2013 年末から減少し, 2014 年には 18 例
が報告されるのみとなった （図）。2011～2014

年にかけて大阪府内で発生した風しん患者数
は, 同時期に全国で発生した風しん患者全体の
21.0％にのぼった。この流行に伴い先天性風
しん症候群 （CRS） が相次いで発生し, 2013

年始めに 1 例, 2013 年後半に 4 例, 2014 年始め
に 1 例と, 東京都に次いで全国で 2 番目に多
い 6 例が報告された。

2011～2014 年の 4 年間に報告された患者
3,671 例のうち, 2,693 例 （73.4％） は男性, 978

例 （26.6％） は女性であり, 患者の年齢中央値
は, 男性で 33歳 （範囲 0 -86 歳）, 女性 25 歳 

（範囲 0 -70歳） であった。男女別の年齢分布
では, 男性で 20 代 （28.8％）, 30 代 （33.8％）, および 40

代 （20.2％） の割合が高かったが, 女性では半数近く 

（44.1％） が 20 代であった。患者のワクチン接種歴は, 

なし （27.6％）, 1 回 （5.1％）, 2 回 （1.1％）および不明 

（66.2％） であり, なしまたは不明の割合が高かった。
患者の年齢層と性別は, 20～40代の男性が大部分を占
め, 全国的な傾向と同様に風しんワクチンの定期接種
を受けていない世代の男性が流行の中心であった。
感染経路は, 不明が 2,854 例 （77.7％） と最も多かっ
たが, 次いで職場 316 例 （8.6％）, 家族 274 例（7.5％）, 
友人 69 例 （1.9％）, 学校 32 例 （0.9％）, そのほか126 例 

（3.4％） であった。
診断方法は, 3,671 例中1,132 例 （30.8％） が臨床診断, 

2,539 例 （69.2％） が検査診断であった。検査診断の内
訳は, 血清 IgM 抗体の検出が最も多く1,980 例 （77.9％）, 
次いで PCR 法 350 例 （13.8%）, ペア血清での抗体上昇
180 例 （7.1％）, ウイルス分離同定 24 例 （0.9％）, その
他 5 例 （0.2％）であった。
風しん対策と今後の課題
大阪府で実際に風しん対策が始まったのは 2013 年 4

月の大阪府を含む近畿地区の都道府県から厚生労働省
への 「風しん対策についての要望」 提出, 同年 5 月か
らの大阪府内でのワクチン助成以降であった。2013 年
当初は, 妊娠の可能性がある女性と妊婦の家族に対し
て麻しん風しん混合ワクチン （MR ワクチン） または
風しんワクチン費用の助成が行われたが, 現在大阪府
では同様な条件の人を対象に無料で風しん抗体検査を
行っており, 抗体が不十分だった人にワクチン費用を
助成している。

CRS への対策としては, 風しんに関する特定感染
症予防指針が適用される以前から, 2014 年 1 月に行政
と医療機関との連携強化が行われ, 政令市を含む府内
どの地域で発生した事例においても CRS および先天
性風しん感染 （CRI） の検査, それらのフォローアッ
プ検査を確実に行える体制が構築された。また, 現在
は出生時に見落とした可能性がある CRS 児を見つけ

るために乳幼児健診時の入念な観察にも取り組んでい
る。
一方で, 風しんは不顕性感染も多く, また, 臨床診
断を含む医療機関からの届出を基盤としたサーベイラ
ンスでは風しん患者を検出することに限界もある。全
国的にみても報告患者数の多い地域と CRS が報告さ
れた地域は必ずしも一致せず 1）, 実際の感染者数と報
告数の間に乖離があると考えられる。風しん感染は一
般的に症状が軽いため見落とされやすく, 20～40 代の
男性では療養休暇を取得せずに仕事を続ける場合も多
く, 結果的に職場内で感染が拡大したと考えられる。
また, この集団の風しん抗体保有率はいまだ低値であ
るため2）, ワクチン接種の必要性が高いが, 全国統計
に照らしても男性の未婚率は, 30 代ではおよそ 40％, 

40 代でも25％程度であり3）, 現在行っている風しん抗
体検査およびワクチン助成の対象者とならない男性の
割合が高いことが予想される。このため, 大阪府では, 

2020 年の国内からの風しん排除に向けて CRS、 CRI

のみならず, 成人を含めた風しん発生時のサーベイラ
ンス体制および発生時の対応強化を図っていくことと
している。
風しんの流行期に CRS の発生予防の観点に立てば, 

妊婦を中心においたこれまでの対策が有効であったと
考えられるが, 今後は風しん排除のために妊婦以外に
も目を向けた対策が必要である。風しんワクチン接種
により風しんや CRS が予防されることは科学的に証
明されている4）。従って, 風しん排除に向け, 定期予防
接種対象の乳幼児に加え, 配偶者またはパートナーの
有無, 妊娠希望の有無にかかわらず, ワクチン未接種
世代の成人へのワクチン接種をより積極的に行うこと
が, 今後の流行予防に最も重要になると考えられる。
参考文献
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＜特集関連情報＞
産婦人科医からみた2012, 2013年の風疹流行の課題

はじめに
2013 年を中心に発生した風疹の流行により, 45 名の
先天性風疹症候群 （以下 CRS） が報告された。今回の
流行から問題点を学び, わが国での風疹流行により
CRS が発生しないようにしなければならない。前回の
流行で発足した産婦人科相談窓口 （ 2 次施設） の現在, 

および今回の流行に関して産婦人科医からみた課題を
検討する。

1 .  相談窓口 （ 2 次施設）
今回の流行から約 10 年前, 2003～2004 年にかけて発
生した風疹の小流行の際, 年間 1 ～ 2 例にとどまって
いた CRS が年間 10 例と急増した。ただちに厚生労働
省研究班が発足し, 緊急提言をまとめた （http://idsc.

nih.go.jp/disease/rubella/rec200408rev3.pdf）。その
後, 産婦人科診療ガイドライン産科編でも取り上げら
れ, 風疹罹患 （疑いを含む） 妊娠女性への対応に関し

ては, 全国の産婦人科医の間である程度統一された管
理がなされている。現在の 2 次施設を次ページ表 1 に
示す。しかし, 今回の CRS 症例がすべて 2 次施設で対
応されてはいない。妊娠中に風疹罹患を疑われなかっ
た例はもとより, ハイリスク症例が 2 次施設を受診す
ることなく妊娠を中断した場合は把握されないし, 妊
娠を継続する場合は, 妊娠中の特別な管理が必要なわ
けではなく, 新生児が CRSと診断をされれば新生児
科医師の管理となるので, 相談の対象にならない可能
性がある。従って, 2 次施設の主な役割は, 1 次施設が
リスク判断に迷う例に対する評価とカウンセリングに
あるといえる。

 2 .  今回の流行の特徴
2008 年から全数把握疾患となった風疹患者報告数
は, 2009 年 147 人, 2010 年 87 人と順調に減少していた
が, 2011 年に海外での感染例から集団感染が発生した
のをきっかけに 378 人と再び増加し, その後全国的な
流行となった。2013 年 14,344 人のピークを中心に 2011

～2014 年の報告患者数合計は 17,429人にのぼり, 今回
の流行の中心は 20～40 代の男性と, 20 代の女性であっ
た。妊娠出産する世代の周辺で風疹が流行したため, 

多くの CRS が発生した。
なぜそうなったのかは, 過去の風疹予防接種施策に
も課題があったといえる。次ページ表 2 に, 2012 年 4

月時点での年代別風疹予防接種機会について示す。定
期接種の機会がなかった, あるいは移行措置で施策が
なされたにもかかわらず結果的に低接種率に帰した年
代と, 風疹患者数の多い年齢とが見事に一致している。

 3 .  風疹の排除のためにすべきこと
産婦人科診療ガイドラインにも記載のある妊婦管理
であるが, 金沢市の小児科医院で母親の母子健康手帳
などから妊娠中の風疹抗体価と分娩後のワクチン接種
の有無を165名に対し聞き取り調査した報告では, HI 

16 倍以下の20 例のうち 4 例しか産後ワクチン接種を受
けておらず, うち 2 例は同医院で子どもの予防接種の
際に指摘され, ワクチン接種を受けた親であった。他
に 2 例が低抗体価のまま次子を妊娠しており, 抗体価
測定自体を実施していない産科施設も存在するとのこ
とであった。一般の方以上に産科医へのさらなる啓発
が必要と指摘している1）。産婦人科医として, 低抗体
価の者への産後風疹ワクチン接種を徹底していかねば
ならない。なお, 産褥早期風疹ワクチン接種では, HI

が 8 倍未満の場合ほぼ全例で抗体が陽転し, 8 倍, 16

倍の者は次回妊娠時には半数程度の者が同程度の抗体
価に復するが, 接種直後はいったん抗体価が上昇して
いたことがわかっている2）。

20～40 代の男性を中心とした年齢層における抗体
陰性者をなくすためにワクチン接種を推奨すべきであ
る。現時点では接種推奨にとどまるが, 主として妊娠
を希望する女性およびそのパートナーに対する抗体検
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査やワクチン接種の助成をしている自治体もある。
しかし, 社会生活を営む以上, 近くに妊娠する可能
性のある年代の女性が必ずいるので, 妊娠予定の有無
によらず社会活動をしている構成員全員が風疹ワクチ
ン接種などにより免疫を保有するべきである。全員が
少なくとも 1 回は MR ワクチン接種を確実に受けた状
態にしなければ, ふたたび風疹が流行し, CRS が発生
する可能性はゼロにはできない。
接種による効果を上げるためには, 感受性者の検出

はもとより, 接種無償化 （定期接種）, 個別通知, 接種
の確認と未接種者への繰り返しの通知, 休日や職場で
の接種機会の提供, 接種率の低い都道府県の公表など
の工夫が求められる。

 4 .  CRS は予測できない
今回の流行で報告された CRS 45 例の公開情報 

（http://www.nih.go.jp/niid/ja/rubella-m-111/

rubella-top/700-idsc/5072-rubella-crs-20141008.

html） によると, ワクチン接種歴あり 9 例, 妊娠中風
疹罹患なし 4 例, 双方に該当する者が 2 例あった。提
言のフローではキャッチできない, 防げない症例が複
数ある。その一部を示す。
・妊娠中に発疹と発熱を認め医療機関を受診したが
風疹の診断に至らず, 出生した児が CRS であった3）。
・第 1 子分娩後に風疹ワクチンを受けたが今回 HI 

8 倍, 妊娠中風疹症状なし, 出生した児が CRS であっ
た4）。
一方, 流行期であっても風疹特異的 IgM の陽性例で

CRS を発症しなかった例は存在する。結局, 妊娠早期

にはっきり風疹と診断された例以外にCRSは予測で
きないことがわかる。風疹の排除こそが唯一の解決方
法である。
参考文献

1） 渡部礼二, 外来小児科 14 （4）: 533-534, 2014

2） 奥田美加, 他, 産婦人科の実際 62: 1123-1126， 2013

3） 後藤孝匡, 他, 日本周産期・新生児医学会雑誌 50

（2）: 799, 2014

4） 比嘉明日美, 他, 日本周産期・新生児医学会雑誌 50

（2）: 800, 2014

　　　　　　　　　横浜市立大学大学院医学研究科
　　　　　　　　　　生殖生育病態医学　平原史樹

＜特集関連情報＞
先天性風疹症候群の子にみられる難聴

はじめに
白内障, 先天性心疾患, 難聴を三大主徴とする先天
性風疹症候群 （CRS） のほとんどの臨床症状は妊娠 8

週までに罹患した場合に出現する症状であり, それ以
降での罹患では出現率は低下する。しかし, 難聴は 8

週以降の感染でも発症する頻度は高く, CRS の80～
90％に認められるとされる。
当院受診症例
はじめに当院で経過観察を行った 5 例を呈示する 

（次ページ表）。5 例中 3 例は妊娠中に風疹罹患が明ら
かであったが, 2 例は不顕性感染であった。5 例とも両
側難聴があり, うち 4 例は難聴発見時にはすでに両

表1. 各地区ブロック相談窓口（2次施設）（2013年9月更新）

6 2
1

2 4 2 21
3 1 4 3

2
1 2

54 4 2 32
2 4 1 21

1

33
33 49

37 4 1 50

表2. 学年・年齢と風疹ワクチン歴の目安（2012年4月当時）
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側 105 dBの重度難聴であった。しかし, 1 例は生後 2

か月の時点では ABR 閾値が両側 70 dB であったのが, 

生後 4 か月で右は 90 dB, 左は 105 dBと進行性難聴を
呈した症例であった。5 例のうち 4 例 （ 1 例は死亡） は
6 か月～ 1 歳になって補聴器装用を開始した。本来は
生後半年以内に補聴器装用を開始できることが理想で
あるが, 遅くなった背景には, 呼吸障害などでなかな
か耳鼻咽喉科を受診するに至らなかったことと, 涙な
どの分泌物から二次感染する可能性があるため, 地域
の病院や訪問看護の受け入れが悪かったことがあっ
た。さらに地域の療育施設にて療育指導を受けられる
ようになったのも, ウイルス排泄の理由で 9 か月～ 1

歳 6 か月と遅れる傾向にあった。一方, 補聴器装用効
果は 4 例とも良好で, 音に対してそれなりに反応が認
められている。
難聴の特徴
難聴が生じる原因としては, ウイルスの血管障害に
よる基底膜, 血管条と球形嚢の変性が指摘されている
が, その他にアブミ骨の固着なども報告され, 伝音難
聴, 感音難聴のどちらも生じる。また, 聴力レベルも
軽度から重度まで, 左右聴力レベルも非対称で一側性
難聴のこともある1）。我々の報告でも生後 4 か月時に
聴力レベルが悪化した症例があったように, 出生直後
の聴力が正常であったとしても 2 ～ 3 歳までに遅発性
難聴を生じるため注意が必要である。およそ CRS 児
の 50％は出生直後に何も臨床症状がない, とされてお
り, それにもかかわらず 1 歳までに難聴が診断された
症例は 37 症例であったが, 1 歳過ぎてから20 例も増加
したとの報告もある2）。これらは, 徐々に聴力障害が
進行してきた可能性や, 軽度難聴で気がつかれにく
かった可能性などが考えられる。遅発性難聴の症例を
見落とさないためにも, たとえ新生児聴覚スクリーニ
ングにて聴力が正常であったとしても, 3 歳までは 3

カ月または 6 カ月ごとに聴力の評価を行っていく必要
がある。
難聴に対する療育の問題点
難聴が発見された場合, 早期発見・早期介入の原則
通り, 補聴器装用を開始するべきである。しかし, 実
際にはウイルスの排泄が止まるまで集団の中に入れる
ことができないため, 地域の聾学校や療育施設での指
導・介入ができず, 医療機関でさえも受診抑制せざる
をえないこともある。精神・運動発達遅滞を伴うこと

が多いため, 重度難聴に対する補聴器装用効果を判断
するには根気よく注意深い観察が必要である。また, 

弱視なども合併している場合は, 手話など視覚を活用
したコミュニケーションに支障をきたすこともある。
個々の症例の発達レベルを評価しながら, どのような
コミュニケーションモードを活用するか考えていく必
要があり, その上で人工内耳を留置することも 1 つの
手段となり得る。家族や療育施設との連携により, 緩
徐な発達ではあるかもしれないが, 音への反応や言語
理解が促される可能性は高い。
難聴は遅発性に生じる可能性があり, CRS 児は長
期的に経過観察する必要がある。また, 視力, 聴力, 運
動機能障害, 知的発達障害などさまざまな合併症を有
することがあり, それぞれにおいて早期から医療的に
介入し, 児の持っている最大限の能力を引き出すこと
は重要である。このため, 1 歳, 2 歳まで続くウイルス
排泄がある限り適切な医療, 療育を受けられないとい
うことは問題である。かかりつけとなる医療機関や療
育施設の標準感染対策意識の徹底, 地域における訪問
指導や訪問看護の充実が必要であろう。
潜在的な CRS 症例の可能性
Tamayo らは重度難聴児の眼底検査を行ったところ, 

CRS に特徴的な眼底所見を有する児が既報告以上に
認められ, さらに風疹流行時期, 地域に一致していた
と述べている3）。難聴は遅発性に生じる可能性があり, 

出生時期に何も症状がなければCRSであることがわ
からず, 原因不明の難聴児として対応されている可能
性がある。
欧米ではワクチン政策が効を奏しており, 近年では

CRS の発症は報告されていないとされている。しか
し, 本邦では大流行は落ち着いているものの, 2014 年
の春以降も常に風疹患者は報告が続いており, 特に大
都市に散見される。現在自治体でも風疹ワクチンの予
防接種を呼びかける努力がされているが, 風疹が話題
に上らなくなってくるにつれ, その意識も薄れてきて
いるように見受けられる。
今後もまだ流行する可能性が懸念されており, ワク
チンの必要性について定期的な情報発信が必要と考え
る。
引用文献

1） 佃朋子, 他, Audiol Jpn 42: 682-688, 1999

2） Wild NJ, et al., Arch Dis Child 64: 1280-1283, 

1 15

2 10

3

4

5 6

表. 5症例の症状および妊娠中の風疹罹患時期
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1989

3） Tamayo  ML,  et  al.,  Int  J  Pediatr  Otorhino- 

laryngol 77 : 1536-1540, 2013

　　　　　　　　　　　国立成育医療研究センター
　　　　　　　　　　　　耳鼻咽喉科　守本倫子

＜特集関連情報＞
2012～2014 年に出生した先天性風しん症候群児の
フォローアップ情報 （2015年 6 月17日現在中間報告 : 

22例）

はじめに
風しんに対する免疫のない妊娠 20 週頃までの妊婦が
妊娠早期に風しんウイルスに感染した場合に, 出生児
が先天性風しん症候群 （congenital  rubella syn-

drome: CRS） を発症するリスクがある。CRS の 3 徴
候は感音性難聴, 先天性白内障, 先天性心疾患 （動脈
管開存症, 肺動脈狭窄, 心室中隔欠損, 心房中隔欠損
など） であり, これら以外にも多様な症状が知られる。
CRS に対する特異的な治療法はないことや, 麻しんと
同様に非常に有効なワクチンが存在することから, 風
しんを含むワクチン接種を徹底することで風しんの感
受性者をなくし, 風しんの発生そのものをなくすこと 

（風しん排除） が CRS 発生予防の上で重要である。
感染症発生動向調査によると, わが国ではまだ風し
んが定点把握疾患であった 2004 年に 2000 年以降では
最大となる風しんの流行があり, この年に 10 例の CRS

が報告された。その後, 2005～2011 年まで, CRS の報
告は年 0 ～ 2 例で推移していた。2011 年より報告数が
増加し始めた風しんは, 2012 年には関西を中心とした
流行となった。2013 年に入ると, 大都市を含む都府県
を中心に大きな流行となり, 2012 年 10月～2014 年 10月
の間, 感染症発生動向調査に45 例の CRS が届け出られ
るに至った。2014 年 3 月28日に公布された 「風しんに
関する特定感染症予防指針」 では, 重要な施策の一つ
として CRS への対応強化を謳っている。そこで, 感
染症発生動向調査に届けられた CRS のできるだけ全
例についての経過をフォローし, 臨床症状やウイルス
学的所見の推移等についてまとめることの重要性が考
えられたことから, 厚生労働科学研究班および日本新
生児成育医学会感染対策・予防接種推進室の連携によ
る CRS 児のフォローアップ調査が, 研究グループによ
り整備された自己記入式の標準的質問票をもとに行わ
れている。本稿では 2015 年 6 月17日現在までに情報が
得られた 22 例 （20 医療機関より） についての疫学情報
を暫定的にまとめたものである。
疫学状況のまとめ
情報を得られた CRS 児 （計 22 例） の報告年は 2012

年 （ 1 例）, 2013 年 （17 例）, 2014年 （ 4 例） であり, 男
児 12 例, 女児 10 例であった。出生時の在胎週数の中央

値は 38 週 （範囲 32-41 週） であり, 出生体重は平均値
2,209g （標準偏差±604.5） であった。低出生体重児は
12 例 （55％）, 極低出生体重児は 3 例 （14％）, 超低出
生体重児は 0 例であった。診断時点の臨床症状につい
て, 記載がなかった 1 例を除いて表に示す。CRS の 3

徴候の頻度は, 難聴, 心疾患, 白内障の順で頻度が高
かった。その他の症状としては, 血小板減少, 紫斑, 頭
蓋内石灰化が過半数の児で認められた。
これまでに情報の得られた CRS 児の転帰に関して

は, 生存 14 例, 死亡 7 例であった （ 1 例は前述のよう
に臨床症状の詳細不明）。
死亡時期と医師により挙げられた死亡理由は以下の
とおりである。
・日齢 0 新生児呼吸窮迫症候群, 新生児遷延性肺高
血圧症, 大動脈縮窄症
・日齢 8 心筋炎疑い （心筋からウイルスは検出され
ず）
・生後 1 か月 原因不明
・生後 3 か月 RSV感染症, 呼吸不全
・生後 4 か月 急性肺炎
・生後 5 か月 ニューモシスチス肺炎
・生後 5 か月 ネフローゼ症候群, 肺出血, 脳出血
診断時の検査方法は, PCR 法による病原体遺伝子

表. 診断時点の臨床症状（n=21） 
%

4 19
15 71
12   

3   
2   
2   
1   
1   

16 76
9   
1   

17 81
12 57
12 57
10 48

6 29
6 29
5 24
4 19
3 14
3 14
2 10
2 10
1 5
1 5
0 0
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の検出例が 16 例であり, 検体の種類は咽頭ぬぐい液 13

例, 尿 9 例, 血液 7 例, 唾液 3 例, 髄液 2 例, 水晶体 1

例, 胃液 1 例, 便 1 例 （重複あり） であった。分離・同
定により病原体を検出したものが 2 例あり, 検体の種
類 （重複あり） は咽頭 2 例, 尿 1 例であった。ほとん
どの調査例で血清 IgM 抗体が検出された （22 例中 21

例）。血清 IgM 抗体の検査時期は記載のあった 6 例に
おいて, 出生時が 3 例, 日齢 4 が 1 例, 生後 1 か月が 1

例, 臍帯血で 1 例であった。HI 抗体価が移行抗体の推
移から予想される値を高く超えて持続した例を 4 例認
めた。
また, ウイルス学的経過に関する情報が得られた 9

症例において, 咽頭ぬぐい液の PCR 検査が 2 回陰性
化した時期の中央値は生後 11 か月 （範囲 1 -16か月） で
あった。尿 PCR の検査時期情報が得られた 11 例につ
いて, 尿 PCR の結果が 1 もしくは 2 回陰性化した時
期の中央値は生後 11 か月 （範囲 0 -15 か月） であった。
母親の疫学情報に関しては, 出産時年齢は中央値 23.5

歳 （範囲 15-40 歳） であった。母親の予防接種歴につい
て 2 回接種歴有りは 0 名, 1 回接種歴有り （ 2 回目は不
明の 3 人を含む） は 5 名 （23％）, 未接種 5 名 （23％）, 
接種歴不明 8 名 （36％） であった。1 回接種歴のあっ
た母親に関しては, 1 歳 10 か月時の MR ワクチン接種
が 1 例, 5 歳時の風しん単独ワクチン接種が 1 例, 7

歳時の風しん単独ワクチン接種が 1 例, 14 歳時の風し
ん単独ワクチン接種が 1 例, 30 歳時の風しん単独ワク
チン接種が 1 例という内訳であった。妊娠中の風しん
症状を認めたのは16 例 （73％） で, 6 例 （27％） が無症
状であった。風しん症状が出現した妊娠週数の中央値
は妊娠第 10 週 （範囲 3 -16 週） であった （ 1 例は妊娠週
数が明確でなかったため除外）。
まとめ
2012～2014 年の間に感染症発生動向調査で報告され

た CRS 児 45 例のうち, 約半数の22 例についてフォロー
アップ情報が得られた。22 例中, 7 名の死亡が報告さ
れたほか, 発生動向調査においてさらに 1 例が死亡の
転帰をとったことが判明している。また現時点で CRS 3

徴候の頻度については, 代表的な教科書 （Plotkin, 5th 

Vaccines, 2008） に記載のある先天性白内障 （25％） よ
り低く, 感音性難聴 （60％）, 先天性心疾患 （45％） よ
り高かった。今後, できるだけ広くかつ長期的に 2012

～2014 年のわが国における CRS 児についてのフォロー
アップ情報を収集・分析し, 疫学的知見をまとめてい
くことが, 排除を目指すわが国の風しん対策の上でも
重要である。また 2015 年 1 月から, 小児慢性特定疾患
として CRS に対する助成が開始された。難聴のみな
ど, 出生直後には周囲からは分かりにくい症状の CRS

の注意深い検出が, 今後の児の療育支援にも直結する
上で, より重要となっていくことが考えられる。
謝辞  :  本中間報告をまとめるにあたり, 情報をご共

有いただいた 20 医療機関の先生方をはじめ, CRS の診
療や発生動向調査に関係するすべての医療機関, 保健
所, 地方衛生研究所, 自治体関係部局等に心より感謝
申し上げます。
　　　国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース
　　　　金井瑞恵
　　　国立感染症研究所感染症疫学センター
　　　　砂川富正　神谷　元　奥野英雄　多屋馨子
　　　　大石和徳
　　　国立感染症研究所ウイルス第三部
　　　　森　嘉生　竹田　誠
　　　大阪府立公衆衛生研究所感染症部ウイルス課
　　　　加瀬哲男　倉田貴子
　　　国立病院機構名古屋医療センター　駒野　淳
　　　風しんをなくそうの会 『hand in hand』
　　　　西村麻依子　大畑茂子　可児佳代
　　　大阪府立母子保健総合医療センター新生児科
　　　　北島博之

＜特集関連情報＞
静岡県内の A 事業所を中心に発生した風しんの集団
感染事例

はじめに
風しんは発熱, 発疹, リンパ節腫脹を三徴とするウ

イルス性の発疹性疾患である。2013 年に日本国内で成
人男性を中心に風しんが流行し, 職場などで集団発生
した事例が多く報告された1-3）。今回, 静岡県内の A

事業所を中心に風しんの集団感染事例が発生したので
概要を報告する。
端　緒
2015 年 1 月 29日, 静岡県にある A 事業所の本社工場
内で 1 例目の風しん症例が診断され, 2 月 2 日に同事
業所で 2 例目の発症が確認された。その後, 2 月 7 日
に近医より静岡県西部保健所に上記 2 例とは別症例の
風しん発生届が提出された。さらに, 2 月12日には, 近
隣の浜松市保健所に 2 例の発生届が提出された。うち
1 例は A 事業所内での感染が疑われた。その後の調査
によって, A 事業所で 13 例 （疑い例を含む） の症例を
認めたため, A 事業所内風しん集団発生として対応が
なされた。その後も, 県内の他の事業所 （B, C 事業所） 
からも症例の発生が認められた。
症例定義
2015 年 1 月 1 日～ 5 月 6 日に A, B, C 事業所内にお
いて以下の基準を満たした者とした。
確定例  :  感染症発生動向調査 （NESID） に風しんの

検査診断例として届出をされた者
疑い例  :  三徴のうち発疹を含む二徴以上を呈し, か

つ NESID に風しんの検査診断例と届出をされていな
い者 〔NESID に風しんの臨床診断例 （三徴を認める
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が検査診断されていない者） と届出をされた者を含む〕
施設概要
A, B, C 事業所概要  :  いずれも静岡県に存在する事
業所である。A 事業所は部品製造のメーカーで, 国内
に本社工場を含む 3 つの工場, 海外に 3 つの現地法人 

（タイ, インドネシア, 中国） があり, 本社工場の従業
員は約 1,000 人である。B 事業所は A 事業と同一業種
で部品を製造し, 従業員数は約 30 人で, C 事業所は機
器のレンタル事業を行い, 従業員数は約 10 人である。
事例概要
症例は合計 25 例で, 確定例が 17 例 （68％）, 疑い例が

8 例 （32％）, 全例が日本国籍であった。年齢中央値は
45 歳 （範囲 : 31-58 歳） で, 性別は 25 例中 24 例 （96％）
が男性であった。女性の 1 例は妊娠または妊娠の可能
性はなかった。また, 勤務先は A 事業所が 22 例 （事務
系職員 20 例, 工場勤務 2 例）, C 事業所が 2 例, B 事業
所が 1 例であった。A 事業所の症例はすべて本社工場
の従業員であり, 勤務場所は工場内の各棟に分散して
いた。症状別では, 発疹が 25 例 （100％）, 発熱が 22 例 

（88％）, リンパ節腫脹が 11 例 （44％） となっており, 入
院例や死亡例はいなかった。診断方法は抗体の検出が
13 例, 検体からの PCR 法による風しんウイルス遺伝
子検出が 4 例であった。妊娠出産年齢女性 （15～49歳） 
の同居は 11 例でみられた。
初発例は 1 月23日に発症, その後 A 事業所内で症例

が散発的に発生し, 6 例の症例が認められた （図）。以
降も 1 ～ 3   例が数日の間隔で発症した。2 月17日発症
例までは, 症例はすべて A 事業所の従業員であったが, 

2 月21日発症例は B 事業所の従業員で, A 事業所の症
例と疫学リンクを認めなかった。3 月11日に A および
B 事業所と疫学リンクのない C 事業所の従業員が発症
し, 3 月25日に C 事業所で 2 例目の症例が発症した。3

月26日以降, 5 月 6 日 （潜伏期間の 2 倍） までに A, Ｂ, 

C 事業所で症例報告はなく, 集団感染事例の終息を確
認した。

PCR 法による遺伝子検出ができた症例のうち, A, 

B, Ｃ事業所の症例 1 例ずつで遺伝子検査が実施され

た。1E 遺伝子内の遺伝子型決定領域
739 塩基の配列が決定され, 3 例とも東
南アジア株のグループに入る 1E 型で, 

当該領域の配列は 2 例で完全に一致し, 

1 例で 1 塩基の変異のみが存在した。
このことから, 各事業所における症例
は同一のものであることが示唆された。

A 事業所内の症例に関しては, 症例
に特化した活動場所 （会議室, 喫煙所, 

食事エリア等） は認めなかった。また, 

過去 1 カ月以内に事業所内でイベント
等は無く, 通勤はマイカー通勤が 9 割
程度と, 特定の感染経路は認められな

かった。症例の中で海外出張者は 3 例いたが, 感染が
推定される時期の渡航はなく, 明らかな感染源・感染
経路は不明であった。事業所間の感染経路については, 

A および B 事業所は同一業種の部品製造の事業所で
あったが, 取引関係にはなく, 明らかな疫学リンクを
認めなかった。また, C 事業所に関しても業種が異なっ
ており, 明らかな疫学リンクを認めず, 事業所間の感
染経路については不明であった。
対　応
集団発生探知後, A 事業所管轄保健所は静岡県, 近

隣保健所と連絡を密に取り合い, 症例の情報交換, 近
隣医療機関への情報提供, 嘱託医訪問, ワクチン接種
の推奨等の対応が早期に取られた。また, A 事業所は
保健所の訪問後, 症例・妊婦の把握や安全委員会の開
催, 有症状者の早期受診推奨, ホームページ上での情
報提供, 麻しん風しん混合ワクチン緊急接種等, 速や
かな対応が取られた。
考　察
職場で風しんウイルスに感染している症例 （特に男
性）は多い。2013 年 1 月 1 日～12月28日に NESID に報
告された 20～60 歳の男性風しん症例 （9,862 例） 中, 感
染原因・感染経路に記載があった 1,761 例で, 「職場」 
が 1,207 例 （68.5％） を占めていた4）。A 事業所は海外
に工場があり, 海外出張者や海外からの技能取得研修
生が多く, 今回の株が他国で検出されたインドネシア
由来の風しんウイルスの塩基配列と近かったことを考
慮すると, 今回の集団発生事例は輸入例を発端とし, 

A 事業所内で感染拡大, さらに, 感染経路は不明だ
が, A 事業所から B, C 事業所へ広がった可能性が考
えられた。風しんウイルスは比較的感染力が強く, さ
らに不顕性感染も15～30％とされる4）。このことから, 

感受性者の大部分を占める 30～50 代男性が多い事業
所では, いったん風しんウイルスが伝播し始めると容
易に感染拡大する可能性がある。また, これまでも A

事業所と規模, 形態の似た事業所における風しん集団
発生の報告があり, 本年も今回報告した事例以外に同
様の集団発生事例が指摘されている。現時点で妊婦の
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図. 事業所別風しん症例（2015/1/1～5/6 n=25）
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感染者や先天性風しん症候群 （congenital rubella 

syndrome: CRS） 児の出生の報告は認められていな
いが, 風しんが流行することにより生じるリスクは感
染者だけではなく, 同僚, 家族, 地域社会と多岐にわ
たる。したがって, 感染機会が多い職場では, 風し
ん, 特に CRS について平時より知識の普及を行うとと
もに, ワクチン接種を推奨する, 感染が疑われる際に
は休暇を取得する, 発生が確認された場合には速やか
に職場内での感染拡大防止策を実施する, などの対策
を行うことが重要であると考えられた。
参考文献

1） IASR 34: 100-101, 2013

2） IASR 32: 252-254, 2011

3） IASR 32: 254-255, 2011

4） 職場における風しん対策ガイドライン （国立感染
症研究所　平成 26 年 3 月）
　国立感染症研究所
　実地疫学専門家養成コース
　　加藤博史　福住宗久
　同　感染症疫学センター
　　神谷　元　八幡裕一郎　森野紗衣子　奥野英雄
　　多屋馨子　砂川富正　松井珠乃　大石和徳
　同　ウイルス第三部　森　嘉生
　静岡県疾病対策課
　　野田旬哉　山本　愛　塩津慎一　田中宣幸
　　奈良雅文
　同　西部保健所
　　澤田久美子　刑部　瞳　中西　歩　若松佳世
　　中村康恵　松井一男　深沢和代　安間　剛
　同　環境衛生科学研究所　池ヶ谷朝香　荒畑沙織
　浜松市保健所　長山ひかる　尾関啓子
　豊橋市保健所　後藤弘樹

＜特集関連情報＞
職場における風しん対策

企業における風しん対策の位置づけ
企業における感染症対策は, 緊急時において事業を
継続させるためのリスク管理として位置づけられ, 

2009 （平成 21） 年の新型インフルエンザ流行時には, 

事業継続計画 （BCP: business continuity plan） の策
定が注目された。2013 （平成 25） 年の風しん流行では
職場での感染が最も多く, 集団感染例も報告されたこ
とから, 企業における対策が求められる。また, 事業
者 （企業） には安全配慮義務およびそれに関連した快
適職場環境配慮義務が課せられている。すなわち, 従
業員が職場や業務に関連して健康障害を発症したり, 

疾病が悪化したりすることのないように配慮する義務
であり, 安全で快適, かつ安心して働ける職場環境を
整える義務を負う。

風しんはインフルエンザに比して感染力が強く, 予
防接種を受ける機会のなかった 20～50 代の男性が多
い職場では, 複数人が同時に休養を余儀なくされる危
険性がある。不顕性感染は 15～30％程度とされている
一方で, 成人では高熱や発しんが長く続いたり, 関節
痛などが生じる重症化例の報告や, 稀に脳炎や, 血小
板減少性紫斑病を合併するため, 決して軽視できない
感染症である1）。
風しん対策のもっとも重要な課題は, 先天性風疹症
候群 : CRS （congenital rubella syndrome） の予防で
あり, 妊婦が感染すると, たとえ不顕性感染であって
も CRS 児の生まれる危険性がある。また, 母体の免
疫が不十分な場合も危険とされ, 予防接種を受けてい
ても大丈夫とはいえない。よって, 妊娠女性に感染さ
せないことが大切であり, 妊婦, あるいは妊娠出産年
齢の女性従業員がいる職場や, 業務上妊婦と接する可
能性の高い職場では, 職場全体で風しん対策に取り組
む必要がある。特に医療・教育・保育事業は, 従業員
が顧客に対する感染源となる危険性があり, 職場全体
で免疫を高めることが求められる。平成25年の風しん
流行時には, 全国の医療法人で, 医療従事者のみなら
ず, 出入りする関係業者へも風しんの抗体価検査およ
び予防接種が推奨された。
また, 国際的に風しんは, 完全排除が目標とされる

疾患であり1）, 南北アメリカ大陸では 2015 （平成 27） 年
に完全排除を達成している。このような地域へ風しん
ウイルスを持ちこむことは企業モラルを問われるた
め, 従業員の海外派遣にあたっては留意が求められる。
感染症調査からみた職場対策の重要性
2012 （平成 24） 年度の感染症流行予測調査によると, 

風しんに対する免疫を持たない 20～49 歳の成人は 475

万人で, そのうち男性が 397 万人と 8 割以上を占めて
いる1）。これは予防接種制度の影響であるが, 働き盛
りの男性が感染しやすく, 職場における流行の危険性
を示している。風しんのウイルス排出期間, つまり他
人へ感染させ得る期間は, 発しんなどの症状出現の前
後 1 週間とされることから, 感染に気付かない男性
が, 職場や家庭, 地域で妊娠出産年齢の女性へ感染さ
せるケースが最も危惧される。実際に, 感染症発生動
向調査によれば, 平成 25 年中に報告された風しん患者
14,357 人中, 感染の原因や経路の記載があった 3,026 人
のうち, 職場は 1,453 人 （48.0％） と最も多かった。ま
た 20～60 歳の成人患者で感染の原因や経路の記載が
あった者 1,761 名中, 職場感染が 1,207 人で 68.5％を占
め, 職場がもっとも重要な感染の場となっている。
職場における対策の難しさ
風しんは免疫が不十分な集団で周期的に流行を繰り

返すが, 直近では 2004 （平成 16） 年と2013 （平成 25） 年
で, 間があいている。毎年流行するインフルエンザに
比較して, 生産やサービスに重大な影響を及ぼす事態
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が起こることは稀であり, 企業の危機感が薄れやすい。
また, 最大の懸念が, CRS の発生であり, 従業員直

接への危険ではないため, 企業を前向きにするには工
夫が必要である。同じことが個人にも言え, 感染リス
クの高い 20～50 代男性で当事者意識を持つ者は限ら
れる。
産業保健スタッフの役割と, 具体的な風しん対策
企業や従業員に風しん対策の重要性を認識させるに
は, 産業医や保健師, 衛生管理者等が主体的に動くこ
とが期待される。日頃から風しん対策の重要性を教育
し, 衛生委員会等で流行状況を報告したり, 取り組む
べき具体策を提案する。また発生した際には, 職場や
個人に対して, プライバシーに配慮した上で適切にア
ドバイスをする。
実際に, 入社時や健康診断時に風しんの抗体価検査

と予防接種を実施している企業もある。また, 流行を
機に, 従業員に抗体価検査や予防接種の機会を提供し
た企業もある。こういった対策を実施するにあたって
は, 費用の負担方法, 巡回健診の届出, 個人情報保護
などに留意する必要がある。また, 予防接種歴の調査
は難しく, 母子手帳の記載を確認できるのは 20～40 代
の成人のうち 36％という報告がある2）。さらに, 過去の
風しん感染に関する記憶は不正確と考えられ, 感染の
危険性が高い従業員の同定には抗体検査が必要である。
もし職場で風しん患者が発生したら, 医療機関や保健
所と連携して集団感染防止に努める。風しんは, 症状
出現前に他人へ感染させてしまう危険性があり, また, 

典型的な症状の出ない場合も多く, 症状が出たら自宅
待機という対策では不十分といえる。職場では賃金や
休暇の扱いが厳密であり, 従業員を休ませるには, 企
業や本人に納得できる理由付けが必要となる。平
成 25 年に集団感染が起きた事業所では, 風しん抗体価
陰性の妊娠女性に対して, 特別無給休暇を支給する対
応をとった事例がある。
企業の安全配慮義務に対して, 従業員には自身の健
康を自己管理する自己保健義務がある。妊娠出産年齢
の女性は自ら予防接種を受けておくことが最も重要で
あり, 周囲の男性を含めた多くの人が予防接種を受け
ておくことが望ましい。
健康経営という理念
従業員を重要な経営資源と位置付け, その健康の保
持増進に投資し, 経営を安定発展させようという理念
が 『健康経営』 である。日本でも近年スローガンに掲
げる企業が増えてきている。経営者が従業員をその家
族までも含めて大切にする姿勢を示せば, 愛社精神が
培われ, パフォーマンス向上が期待できる。その一環
として企業が風しん対策に取り組む価値は十分に高
い。
参考文献

1） IASR Vol. 34 No. 4, 2013

2） Hori A, et al., PLOS ONE 10: 0129900, 2015

　　　　　　大同特殊鋼（株）統括産業医　斉藤政彦
　　　　　　東京ガス（株）産業医　堀　愛

＜特集関連情報＞
風疹流行時における臨時の日曜日ワクチン外来開設
の試み : 2013年－東京

国立研究開発法人 国立国際医療研究センターは, 感
染症についての先進的な医療の提供, 研修や情報発
信, 提言を行う独立行政法人である1）。SARS 流行の
翌年 2004 年に設置された国際疾病センター （Disease 

Control and Prevention Center, 以下 DCC） は 2012 年
に国際感染症センターと名称変更となり, 現在, 感染
症内科・トラベルクリニック・国際感染症対策室の 3

部門で感染症の診療・教育・啓発・コミュニケーショ
ンを行っている。

2012～2013 年に成人男性を中心とする風疹の再流
行が起きた際には, 通常の診療業務に加え一般および
医療者の啓発活動を行い, また臨時で 「日曜日風疹ワ
クチン外来」 を開設して感受性者の多い成人男性の受
診アクセス改善に取り組んだ。ワクチンで予防可能な
感染症の流行・再流行への緊急対応として必要となる
臨時でのワクチン外来の実施について紹介する。
経　緯
2013 年 1 月に東京都健康安全研究センターから都内
での風疹の流行が拡大傾向にあることについて注意喚
起があり, DCC でも国際感染症対策室を中心に啓発
セミナーの開催, ワクチン接種勧奨のためのポスター
作成, 学会でのチラシの配布等の啓発活動を開始し
た。2013 年 2 月には生来健康な20 代男性の風疹髄膜脳
炎症例を経験し2）, 感染拡大によって重症例が増える
リスクや, 妊娠や出産時期の女性に拡大していく可能
性について DCC 内でも問題意識が高まった。そし
て, 医療機関として発症者を待つだけでなく, 積極的
に地域の流行を止めるためのアクションをすることが
必要との結論に至った。感受性者の多い社会人の男性
にワクチン接種機会を提供することを優先課題と判断
し, トラベルクリニックのワクチン外来を拡大する形
で日曜風疹ワクチン外来の準備を開始。病院の幹部の
承認, 医事課の協力を得て, 6 ～ 8 月の 3 カ月間, 毎日
曜日に外来を開設した。
日曜日風疹ワクチン外来の実績
日曜ワクチン外来を開設することについては, ホー
ムページでのアナウンス 3）, Facebook や Twitter など
のソーシャルメディアを活用し, 報道機関からの取材
にも積極的に応じて広報活動を行った。外来は事前の
予約者を優先しつつ, ニュースやクチコミをきっかけ
に当日受診を希望する人 （予約外） にも対応をした。3

カ月間の受診者は合計 333 名 （男性 241 名, 女性 92 名） 
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で, 30～39 歳が 56.1％, 20～29 歳が 24.6％であった。
風疹流行が大きく報道された 6 月の受診者が全体の 7

割で, 6 月末の国内のワクチン在庫不足報道の後には
受診者の減少がみられた。ワクチン在庫不足に対して
は, 臨時に国内未承認 MMR ワクチン （商品名 Priorix, 

グラクソスミスクライン社） を輸入して接種を継続す
ることとした。未承認薬である上記ワクチンを使用す
るに当たっては, 当院の薬事委員会で承認を受け, 関
東信越厚生局から薬監証明を取得し, ワクチンを入手
した。また, 国産 MMR ワクチンが接種中止に至った
経緯や成人への副反応のデータが乏しいことなどか
ら, 同時に接種後の健康調査を実施し, 結果を診療録
に記載するなどの対策を行った。臨時のワクチン外来
受診者 333 名のうち 33.3％ （111 名） が MMR ワクチン
を接種した。
受診者の背景
日曜ワクチン外来の利用者の背景を知るため, ワク
チン接種後の健康観察時間にアンケート調査への協力
を依頼し, 333 人中 286 人 （85.9％） から回答が得られ
た。ワクチン接種を受けようと思ったきっかけは 「家
族の勧め」 （36.9％）, 「結婚や妊娠の計画がある」 （29％）, 
「ニュースを見て」 （19％）の順であり, 日曜外来をどの
ように知ったかについては 「クチコミ」 （48.6％）, 「テ
レビや新聞記事」 （25％）, インターネット検索 （16％） 
となっていた。費用については回答者の 87％が全額自
己負担での接種であった4）。
学びと課題
日曜日にワクチン接種が可能な医療機関は都市部に
おいても限られており, 社会人の感受性者群でのワク
チン接種率の向上のためには, 勤務時間内に受診する
ための職場環境の整備, 巡回診療等での集団接種, 休
日外来で接種可能な医療機関の紹介等の準備が必要で
ある。医療機関が臨時にワクチン外来を開設する際の
課題としては大きく 3 点ある。1） 休日に勤務シフトに
入れる医療者の確保と代休の確保が必要となる。今回, 

マンパワー不足に対応するため外部の医師や看護師に
もご協力をいただいた。2） 院内の合意形成・連携の
ため, 幹部会議への早期のはたらきかけ, 臨時の会計
に対応するための事務部門の協力が不可欠である。3） 
情報訴求対象にアクセスしてもらうためには, 病院
ホームページ掲載だけでは不足があり, 多方面へのア
ナウンスを行う等の広報の努力が必要である。

 8 月末に臨時のワクチン接種外来を閉じるにあたっ
ては, 都内で日曜日に成人にも予防接種が可能な医療
機関にあらかじめ相談をし, 以後の日曜日の接種希望
があった場合にはご紹介をさせていただくことについ
てのご了解をいただいた5）。
今回, 臨時でワクチン接種を行う体制や終了までの
オペレーションの経験は, 今後の新興感染症の備えと
しての学びとなった。

参考文献
1） 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発
法人に関する法律
（平成二十年十二月十九日法律第九十三号）第16 条

2） IASR 34: 102-103, 2013 

http://www.nih.go.jp/niid/ja/rubella-m-111/

rubella-iasrs/3319-pr3982.html

3） 「日曜日に風疹予防のワクチン接種を希望される方
へ」 国立国際医療研究センター
http://www.ncgm.go.jp/topics/fusingairai_

20130628.pdf

4） 第 88 回日本感染症学会学術講演会 発表 「風疹の地
域流行への対応としての日曜ワクチン外来の取り組
みとその課題」 2014年 6 月18日, 福岡

5） 国立国際医療研究センター 「日曜日の外来終了と
日曜に受診可能な医療機関の紹介について」
http://www.ncgm.go.jp/topics/nitiyowakutin

syuryo_20130823.pdf

　　国立国際医療研究センター国際感染症センター
　　　堀　成美　大曲貴夫　金川修造　加藤康幸

＜特集関連情報＞
2014 年度風疹予防接種状況および抗体保有状況－

2014 年度感染症流行予測調査 （暫定結果）

はじめに
感染症流行予測調査における風疹感受性調査は 1971

年度に開始され, 以降, 2014 年度までほぼ毎年度実施
されてきた。本調査は風疹に対する感受性者を把握
し, 効果的な予防接種施策を図るための資料にすると
ともに将来的な流行を予測することを目的として, 乳
幼児から高齢者まで幅広い年齢層における抗体保有状
況ならびに予防接種状況の調査を行っている。
風疹患者は 2008 年 1 月以降, 従来の定点報告から全
数報告に変更となったが, その患者報告数は 2008 年
294 例, 2009 年 147 例, 2010 年 87 例と減少傾向にあっ
た。しかし, 2011 年は地域的な流行により患者報告数
は 378 例と増加し, 翌 2012 年には流行の拡大により
2,386 例と大きく増加した。さらに 2013 年も流行は続
き, 全数報告開始以降で最多となる14,344 例の患者報
告があった。これらの流行の中心は 20～40 代の男性で
あったが, この流行後の調査となる 2014 年度の風疹の
予防接種状況および抗体保有状況について報告する。
調査対象
2014 年度風疹感受性調査は, 宮城県, 栃木県, 群馬
県, 埼玉県, 千葉県, 東京都, 神奈川県, 新潟県, 石川
県, 長野県, 愛知県, 三重県, 京都府, 山口県, 高知
県, 福岡県, 沖縄県で実施された。抗体価の測定は各
都道府県衛生研究所において, それぞれの地域で主
に 7 ～ 9 月に採取された血清を用いて, 赤血球凝集抑
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制 （hemagglutination inhibition: HI） 試験により行
われた。また, 風疹の予防接種状況調査については上
記に加え, 北海道, 福島県, 茨城県, 富山県, 大阪府, 

愛媛県, 佐賀県, 熊本県, 宮崎県でも実施された。2015

年 3 月現在で 5,743 名 （男性 2,882 名, 女性 2,861 名） の
抗体価および 7,845 名 （男性 3,988 名, 女性 3,857 名） の
予防接種歴が報告された。
風疹含有ワクチン接種状況
図 1 に風疹含有ワクチン （風疹単抗原, 麻疹風疹混

合 : MR, 麻疹おたふくかぜ風疹混合 : MMR） の年齢
/年齢群別接種状況について男女別に示した （※本調
査結果は一調査時点における接種状況であり, 年度単
位の接種状況については厚生労働省ホームページ: 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou21/hashika.htmlを参照のこと）。
風疹含有ワクチンの全体の接種状況 （男性/女性） を

みると, 1 回接種者は 24％/28％, 2 回接種者は15％/ 

17％, 接種は受けたが回数不明であった者は 3％/4％, 

未接種者は 9％/8％, 接種歴不明者は 49％
/43％であり, 2013 年度の結果 （男性/女
性 : 1 回24％/27％, 2 回13％/15％, 回数不
明 3％/5％, 未接種 9％/9％, 接種歴不
明 51％/44％） とほぼ同等であった。
次に接種歴不明者を除いた 1 回以上接種

者 （ 1 回・2 回・回数不明） の割合につい
て年齢別にみると, 男女とも 0 歳では数％
程度であったが, 定期接種第 1 期の対象年
齢である 1 歳で約 80％に上昇した。ま
た, 2 歳以上19 歳までは概ね 95％以上 （ 2 ～
19歳 : 男女とも98％） の者が 1 回以上接種
者であり, この年齢層における男女差は± 5

ポイント程度であった。しかし, 20 代以降
は男女差が大きくなり, 特に 40～50 代前半
の年齢群の男性 （40～59歳 : 46％）は, 同年
齢群の女性 （同 : 72％） と比較して14～39ポ
イント低い結果であった。
風疹 HI 抗体保有状況
年齢/年齢群別の風疹HI抗体保有状況に

ついて図 2 に示した。HI 試験により抗体陽
性と判定される抗体価 1 : 8 以上について
2014 年度の結果をみると, 20 代までは男性
と女性はほぼ同等の結果であり, 0 歳で 25％
程度であった抗体保有率は 1 歳で約 65％に
上昇し, 2 歳以上 20 代までは概ね 90％以上 

（ 2 ～29歳 : 男性93％/女性96％） を維持し
ていた。
一方, 30 代以降の抗体保有率についてみ
ると, 女性では 70 歳以上群を除くすべての
年齢群で 90％以上であったのに対し, 男
性では 30～50 代の年齢群で90％を下回り, 

特に 35-39 歳群 （82％）, 40-44 歳群 （79％）, 
45-49 歳群 （74％） および 50-54 歳群 （77％）
では女性の同年齢群と比較して15ポイント
以上 （15～24ポイント） 低い抗体保有率で
あった。また, 図 2 には 2012 年度および
2013 年度の結果についても示したが, 30～
50 代前半の年齢群で男女差が大きい傾向
は変わらず認められた。

図2. 年齢/年齢群別風疹抗体保有状況（HI抗体価1:8以上）の年別比較
       －2012～2014年度

図1. 年齢/年齢群別の風疹含有ワクチン接種状況－2014年度
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まとめ
2014 年度に実施された調査の結果, 20 歳未満の年齢
層においては予防接種状況および抗体保有状況ともに
男女差は認められず, 定期接種第 1 期対象年齢の 1 歳
で 1 回以上接種者の割合および抗体保有率は上昇
し, 2 歳以上ではいずれも概ね 90％以上であった。こ
れは, 2006 年から導入された MR ワクチンおよび 2 回
接種制度に加え, 2008～2012 年度に実施された定期接
種第 3 期・第 4 期により, 同年齢層における風疹の予
防接種状況および抗体保有状況が向上したためと考え
られ, 今後も定期接種における高い接種率を維持する
ことが重要である。
一方, 20 歳以上の年齢層において, 男性は女性と比
較して 1 回以上接種者の割合および抗体保有率が低い
傾向がみられ, とくに30 代後半～50 代前半ではその差
が顕著であった。この年齢層は風疹の定期接種が女子
中学生を対象に行われていた世代にあたり, 2012～
2013 年の風疹流行時に多くの患者が発生した年齢層
である。しかし, 流行後でも感染を免れ抗体を保有し
ていない感受性者がいまだに多く残存していることが
明らかとなった。
風疹対策においては 2014 年度より特定感染症予防
指針が施行され, 「早期の先天性風しん症候群の発生
をなくすとともに, 2020 年度までに風しんの排除を達
成する」 ことを目標に掲げており, 同指針の中で 「風
しんの抗体検査や予防接種の推奨を行う必要がある」 
とされる者には本調査で感受性者が多かった年齢層が
含まれていることから, 今後, 感受性者が減少するこ
とを期待するとともに, 2015 年度も実施が予定されて
いる風疹感受性調査における結果が非常に重要と考え
られた。

国立感染症研究所感染症疫学センター
　佐藤　弘　多屋馨子
同　ウイルス第三部　森　嘉生
2014 年度風疹感受性調査および予防接種状況調
査実施都道府県 :

　北海道, 宮城県, 福島県, 茨城県, 栃木県, 

　群馬県, 埼玉県, 千葉県, 東京都, 神奈川県, 

　新潟県, 石川県, 富山県, 長野県, 愛知県, 

　三重県, 京都府, 大阪府, 山口県, 愛媛県, 

　高知県, 福岡県, 佐賀県, 熊本県, 宮崎県, 

　沖縄県

＜特集関連情報＞
風疹含有ワクチン定期接種率調査 （2008～2013 年度

の推移）

2006 年度から始まった 1 歳児 （第 1 期） と 5 歳以上 7

歳未満で就学前 1 年間の幼児 （ 6 歳になる年度 : 第 2

期） の 2 回接種に加えて, 10 代への免疫強化を目的

に, 2008 年 4 月から, 中学 1 年生 （第 3 期） と高校 3 年
生相当年齢の者 （第 4 期） に対して, 2 回目の予防接
種が定期接種に導入された。使用するワクチンは原則, 

麻疹風疹混合ワクチン （以下, MR ワクチン） となっ
た。この制度は, 麻疹のみならず風疹対策にも大きな
成果を発揮した。

2007 年 12月28日に告示された「麻しんに関する特定
感染症予防指針 （以下, 麻疹の予防指針）」 は 2012 年 12

月14日に改訂告示され, 第 3 期と第 4 期の定期接種は
2012 年度をもって終了することになった。2013 年度以
降は第 1 期と第 2 期の 2 回接種となっている。
接種率を迅速に公表し, 積極的な勧奨に繋げていく
ことが重要として, 厚生労働省 （厚労省） 健康局結核
感染症課では, 2008 年度から毎年 2 ～ 3 回, 全国の都
道府県・市区町村の協力により接種率調査を実施して
いる。調査結果は, 国立感染症研究所 （感染研） 感染
症疫学センターで集計後, 厚生科学審議会予防接種・
ワクチン分科会ならびに同基本方針部会で審議された
後, 厚労省と感染研のホームページに都道府県別, 市
区町村別に公表されている。　

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/

kekkaku-kansenshou21/hashika.html

http://www.nih.go.jp/niid/ja/diseases/ma/

measles/221-infectious-diseases/disease-based/

ma/measles/550-measles-vac.html

 1 ） 第 1 期 （ 1 歳児） : 2013 年度の接種率は 95.5％で
あり, 2010 年度から 4 年連続して, 95％以上を達成し
た。しかし, 2013 年度は 2012 年度より 2 ポイント接種
率が低下し, 接種率 95％以上を達成した都道府県の数
は 27 都府県となり, 2012 年度の 43 都道府県から大幅に
減少した。第 1 期の接種率は極めて重要であることか
ら, 一層の接種勧奨が必要である。

 2 ） 第 2 期 （ 5 歳以上 7 歳未満 : 小学校入学前 1 年
間） : 2013 年度の接種率は 93.0％であり, 2012 年度の
93.7％より0.7 ポイント低下した。95％以上の接種率を
達成していたのは熊本県, 秋田県, 新潟県, 青森
県, 香川県, 群馬県, 石川県, 山形県の 8 県であり, 東
京都・鹿児島県・沖縄県の 3 都県では80％台と低かっ
た。保健所・医療機関に加えて, 保育所・幼稚園・小
学校でも積極的な勧奨が必要である。

 3 ） 第 3 期 （中学 1 年生） : 5 年間の時限措置は 2012

年度で終了した。目標の 95％以上は達成できなかった
が, 接種率は年々上昇した。富山県と茨城県は 5 年間
連続して 95％以上の接種率を達成した。

 4 ） 第 4 期 （高校 3 年生相当年齢の者, 2011 年度の
み高校 2 年生相当年齢を含む） : 5 年間の時限措置は
2012 年度で終了した。目標の 95％以上は達成できな
かったが, 第 3 期と同様に, 接種率は年々上昇した。
山形県と福井県は 5 年間連続して 90％以上の接種率を
達成した。神奈川県は 5 年間連続して 75％未満の接種
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率で, 2013 年度は 68.4％と低かった。
風疹の排除目標年は 2020 年度である。風疹排除を達
成するには, 2 回の定期接種率をそれぞれ 95％以上に
維持し, 受けそびれた者に対する注意喚起と接種の推
奨が重要である。
　　　　　　国立感染症研究所感染症疫学センター
　　　　　　　多屋馨子　佐藤　弘　大石和徳
　　　　　　厚生労働省健康局結核感染症課

＜特集関連情報＞
風しんに関する特定感染症予防指針の策定について

はじめに
風しんが定期接種化される以前には, 国民の多くが
幼少期に風しんに自然に感染し, 5 ～ 6 年ごとに大規
模な流行を繰り返していたが, 予防接種の進展ととも
に, 流行は小規模化し, 2004 （平成 16） 年に推計で約
39,000 人の患者が報告されて以降, 大きな流行はみら
れてこなかった。しかし, 2012 （平成 24） 年から, 首
都圏や関西地方などの都市部において, 20～40 代の成
人男性を中心に患者数が増加し, 2013 （平成 25） 年に
は 14,000 例を超える患者が報告され, 平成 24 年 10月以
降, これまでに45 例の先天性風しん症候群が報告され
る状況となった。平成 25 年の夏以降には風しん患者の
報告数は減少したものの, 今後の流行の有無にかかわ
らず, 中長期的視点に立ち国と多くの関係者が連携し
て風しんに対する施策に取り組む必要があることか
ら, 「風しんに関する特定感染症予防指針 （以下, 指針
という。）」 が 2014 （平成 26） 年 3 月28日に告示, 同年 4

月 1 日から適用された。ここでは, 指針の概要につい
て述べる。
原因の究明
風しんについての情報の収集および分析を進めると
ともに, 発生原因を特定するため, 国および都道府県
等において, 正確かつ迅速に風しんの発生動向を調査
することが重要となる。風しんの届出は感染症法第 12

条の規定に基づき, 医師に全数の報告を求めているが, 

指針では風しんを診断した医師の届出については, 風
しんの発生に対して迅速な対応が取れるよう, 可能な
限り臨床診断による24 時間以内の報告を求めている。
さらに届出後に検査診断された場合には, その結果に
ついても報告を求めるものとしている。検査診断にお
いては, 風しんの発症初期には抗体検査が陰性の結果
となることや, 風しんウイルスの遺伝子型等の詳細な
情報を評価するため, 国や地方公共団体は, 行政検体
が提出された場合には, 可能な限りウイルス遺伝子検
査等を実施することとしている。
先天性風しん症候群については, 風しんの流行がみ
られる地域において, 妊娠初期の風しんの抗体検査結
果において十分に高い抗体価を持たない妊婦から出生

した児については, 先天性風しん症候群の可能性も念
頭に入れて, 注意深い対応を行い, 適切な療育に繋げ
るために可能な限り早期の診断を求めている。
発生の予防およびまん延の防止
平成 25 年に, 20～40 代の年齢層の男性を中心に風し
んが流行した主な原因としては, 多くの世代では 9 割
以上が抗体を保有しているが, 当該年齢層の男性では
抗体の保有率が 8 割程度と低下していることから, こ
の世代の男性が幼少期に風しんに自然感染しておらず, 

かつ, 風しんの定期の予防接種を受ける機会がなかっ
た方や接種を受けていなかった方が一定程度いたため
と考えられる。また, 多くの風しん患者が大都市を中
心に報告されており, 感受性者が地域に一定程度蓄積
することで感染の循環が生じたと考えられる。
風しんウイルスは感染力が強く, 感染者は発症前か
らウイルスを排出し, 感染後に症状が出現しない方も
一定程度存在することから, 感受性者が予防接種によ
り風しんへの免疫を獲得することが風しんの対策とし
て最も有効な手段である。一方で, 日本国民の 8 割か
ら 9 割程度が既に風しんの抗体を保有していることか
ら, 必要に応じ抗体検査を実施することで, より効果
的かつ効率的に感受性者に予防接種を実施することが
できると考えられる。
具体的には, 定期の予防接種を確実に継続して実施
することが特に重要であり, 指針では風しんの接種率
が 95パーセント以上となることを目標とし, 市町村に
対して, 確実な接種勧奨を行うよう求めている。
また, 風しん含有ワクチンの任意接種においては, 

特に妊娠を希望する女性や風しんの免疫のない妊婦の
家族, 1962 （昭和37） 年度から1989 （平成元） 年度に出
生した男性および 1979 （昭和 54） 年度から1989 （平成
元） 年度に出生した女性, 医療関係者, 保育所等の児
童福祉施設の職員, 学校の職員, 海外渡航者等に対し
て, 関係者と協力の上, 対策の必要性を理解するため
の情報提供を行い, 予防接種や抗体検査等の免疫を獲
得するための対策を推奨することが重要となる。
なお, 多くの自治体では, 先天性風しん症候群の予
防のため, 主として妊娠を希望する女性を対象に風し
んの抗体検査を無料で実施する抗体検査助成事業を平
成 26 年度より実施している。
医療等の提供
先天性風しん症候群のように出生児が障害を有する
おそれのある感染症については, 妊婦への情報提供が
特に重要となる。このため, 小児科医のみではなく, 

すべての医師が風しんを適切に診断できるよう, 国は
風しんの流行状況等について注意を喚起し, また, 風
しん患者の診断後には, 療養等の適切な対応を講じら
れるよう, 積極的に情報提供を行う必要がある。
先天性風しん症候群と診断された児に対しては, そ
の症状に応じて適切な医療を受けることができるよ
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う, 日本医師会や関連する専門学会等に対して, 専門
医療機関の紹介等の対応を依頼している。また, 地方
自治体に対しては, 先天性風しん症候群と診断された
児に対する医療および保育等が適切に行われるよ
う, 必要な情報提供を行い, 症状に応じた支援制度を
利用できるよう, 積極的な情報提供および制度のより
適切な運用を依頼している。
国際的な連携
世界保健機関をはじめとする関係国際機関との連携
を強化し, 情報交換等を積極的に行うことにより, 世
界的な風しんの発生動向の把握, 風しん排除達成国の
施策の研究等に努め, 日本における風しん対策の充実
を図っていくことが重要となる。
評価および推進体制と普及啓発の充実
風しんの予防対策の実施状況を評価・公表し, 必要

に応じて, 施策の見直しを含めた積極的な対応を講じ
るため, 様々な分野の関係者と協力の上, 国において
は 「風しん対策推進会議」 を, 都道府県においては 「風
しん対策の会議」 を開催することとしている。また, 

風しんおよび先天性風しん症候群に関する正しい知識
に加え, 医療機関受診の際の検査や積極的疫学調査へ
の協力の必要性等を広く周知するため, 関係機関との
連携を強化し, 国民に対して適切に情報提供を行うよ
う努めることとしている。
指針の目標
指針での目標については, 「早期に先天性風しん症

候群の発生をなくすとともに, 2020 （平成 32） 年度ま
でに風しんの排除を達成することを目標とする。」 と
している。
今後の課題
本指針の目標を達成するには, 医療関係者, 企業, 

専門家など多くの関係者の協力が必要不可欠であり, 

また, 風しん対策の必要性を国民の方々に我がことと
して理解いただくことも重要である。社会全体で風し
ん対策を推進していくために, 指針に基づき継続的な
対策を実施できるよう取り組んで参りたい。
　　　　　　　　　厚生労働省健康局結核感染症課

＜通知＞
指定保育士養成施設の保育実習における麻しん及び
風しんの予防接種の実施について

雇児保発 0417 第 1 号
　　　　　　　　　　　　　  平成 27 年 4 月17日
　　都道府県
各　指定都市　民生主管部 （局） 長　殿
　　中 核 市

　　　　厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長
　　　　　　　　　　　　　　　　　（公 印 省 略）

保育施策の推進については, 日頃より格別のご尽力
を賜り厚く御礼申し上げます。
指定保育士養成施設の保育士養成課程として行われ
る保育実習の実施に当たっては, 学生を受け入れる保
育所等に入所する乳幼児等が, 感染症に感染しないよ
う配慮することが重要です。
特に, 感染力が強く罹患すると重症化するおそれの
ある麻しんや, 抗体を保有していない妊娠 20 週頃まで
の妊婦が感染すると, 先天性風しん症候群の児が生ま
れる可能性がある風しんへの対策として最も有効なの
は, その発生の予防であり, 未罹患で, かつ, 麻しん
及び風しんの予防接種を接種していない学生に対して
は, 予防接種の推奨を行うことが有効です。
麻しんに関しては, 「麻しんに関する特定感染症予

防指針」 〔平成19 年厚生労働省告示第 442号。別紙 1 参
照 （略）。〕 第三の四の 4 において, 「医療・福祉・教育
に係る大学及び専修学校の学生及び生徒に対し麻しん
に罹患すると重症化しやすい者と接する可能性がある
実習があることを説明し, 当該学生及び生徒の罹患歴
及び予防接種歴の確認並びに未罹患であり, かつ, 麻
しんの予防接種を必要回数である 2 回接種していない
者に対する予防接種を推奨する」こととしています。
また, 風しんに関しても, 「風しんに関する特定感染
症予防指針」 〔平成 26 年厚生労働省告示第122 号。別紙
2 参照 （略）。〕 第三の四の 9 において, 「医療・福祉・
教育に係る大学及び専修学校の学生及び生徒に対し, 

幼児, 児童, 体力の弱い者等の風しんに罹患すると重
症化しやすい者や妊婦と接する機会が多いことを説明
し, 当該学生及び生徒の罹患歴及び予防接種歴を確認
し, いずれも確認できない者に対して, 風しんの抗体
検査や予防接種を推奨する」 こととしています。
ついては, 麻しん及び風しんの予防接種について, 

下記を踏まえ, 適切にご対応いただくよう, 管内の指
定保育士養成施設に周知願います。
なお, 本通知は地方自治法 （昭和 22 年法律第 67 号） 
第 245 条の 4 第 1 項に規定する技術的助言として発出
するものであることを申し添えます。

記

 1 .  麻しんの予防接種について
（1） 指定保育士養成施設における学生に対する麻し
んの罹患歴及び予防接種歴の確認等
指定保育士養成施設に在学し, 保育実習を受けよう
とする学生 （以下 「実習生」 という。） について, 実習
生の過去の麻しん罹患歴及び予防接種歴を確認した結
果, 過去に罹患したことがない者であって, 麻しんの
予防接種が未接種 （接種歴及び罹患歴が不明なものも
含む。以下同じ。） 又は 1 回のみ接種した者 （以下 「麻
しん抗体要確認者」 という。） であった場合, 当該者に
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対し, 麻しんの性質等を十分に説明し, 以下の（2）及
び（3）のとおり抗体検査又は予防接種を受けさせるこ
とが望ましいこと。
（2） 麻しん抗体要確認者が抗体検査を受けた場合の
取扱いについて
①麻しん抗体要確認者が抗体検査を受けた結果, 抗
体が確認できなかった場合は, 当該者に対し, 予防接
種を受けさせることが望ましいこと。
②麻しん抗体要確認者のうち過去の予防接種歴が未
接種であった者については, 上記①の予防接種後, 再
度抗体検査を受けるか又は予防接種を再度受けさせる
ことが望ましいこと。
③上記②の場合において, 抗体検査の結果, 抗体が
確認できなかった場合は, 再度予防接種を受けさせる
ことが望ましいこと。
④抗体検査の結果, 抗体が確認できた者及び上記①
から③を行った者については, 保育実習を履修しても
差し支えないものであること。
（3） 麻しん抗体要確認者が抗体検査を受けずに予防
接種を受けた場合の取扱いについて
①抗体検査を受けずに予防接種を受けた麻しん抗体
要確認者のうち, 予防接種歴が今回接種分を除いて 1

回受けている場合 （計 2 回受けている場合） は, 保育
実習を履修して差し支えないものであること。
②抗体検査を受けずに予防接種を受けた麻しん抗体
要確認者のうち, 予防接種歴が今回接種分を除いて未
接種の者については, 上記（2）の②及び③による取扱
いを行うことを推奨する。なお, 当該取扱いを行った
者については, 保育実習を履修して差し支えないもの
であること。

 2 .  風しんの予防接種について
（1） 指定保育士養成施設における学生に対する風し
んの罹患歴及び予防接種歴の確認等
実習生について, 風しん罹患歴及び予防接種歴を確

認し, 過去に罹患したことがない者であって, 風しん
の予防接種が未接種 （接種歴及び罹患歴が不明なもの
も含む。以下同じ。） の者 （以下 「風しん抗体要確認者」 
という。） であった場合, 当該者に対し, 風しんの性質
等を十分に説明し, 以下の（2）及び（3）のとおり抗体検
査又は予防接種を受けさせることが望ましいこと。
（2） 風しん抗体要確認者が抗体検査を受けた場合の
取扱いについて
①風しん抗体要確認者が抗体検査を受けた結果, 抗

体が確認できなかった場合は, 当該者に対し, 予防接
種を受けさせることが望ましいこと。
②上記①の予防接種後, 再度抗体検査を受けるか又
は予防接種を再度受けさせることが望ましいこと。
③上記②の場合において, 抗体検査の結果, 抗体が
確認できなかった場合は, 再度予防接種を受けさせる
ことが望ましいこと。

④抗体検査の結果, 抗体が確認できた者及び上記①
を行った者については, 保育実習を履修しても差し支
えないと考えるが, 上記②及び③による取扱いを行う
ことを推奨する。
（3） 風しん抗体要確認者が抗体検査を受けずに予防
接種を受けた場合の取扱いについて
抗体検査を受けずに予防接種を受けた風しん抗体要
確認者については, 保育実習を履修して差し支えない
と考えるが, 上記（2）の②及び③による取扱いを行う
ことを推奨する。

 3 .  留意事項
（1） 上記 1 及び 2 のいずれにおいても, 予防接種後 

抗体検査により抗体の有無を確認する場合は, 予防接
種後から抗体検査を受けるまで 2 ～ 4 週間以上の間隔
をあけることが望ましいこと。
（2） 予防接種に当たっては, 原則, MR ワクチン 

（麻しん風しん混合ワクチン） を接種すること。
（3） 予防接種を 2 回受ける場合は, 1 回目の予防接
種後, 2 回目の予防接種までに少なくとも 27日以上間
隔をあけること。
（4） 市町村によっては, 保健所等において抗体検査
を無料で受けられる場合があるので, 実習生に対し住
所地の自治体に確認するよう周知願いたい。
　　　　　　　　 厚生労働省 雇用均等児童家庭局
　　　　　　　　 保育課 保育士対策係
　　　　　　　　 TEL: 03-5253-1111（内線7958）
　　　　　　　　 FAX: 03-3595-2674

＜特集関連情報＞
海外の風疹の状況と風疹ウイルス遺伝子型の動向

海外の風疹の状況
2015 年 4 月, 世界保健機関 （WHO） アメリカ地域に
おける風疹の排除および先天性風疹症候群 （CRS） の
発症予防が他の地域に先駆けて認められた1）。アメリ
カ地域においては 1971 年の天然痘の根絶および 1994

年のポリオの根絶に引き続いての排除認定である。2003

年にアメリカ地域は 2010 年を風疹および CRS の排除
年として定め, 風疹含有ワクチン定期接種の導入と大
規模な追加接種キャンペーンによる手厚いワクチン戦
略とサーベイランスの強化によって急速に流行を制圧
することに成功し, 2009 年のアルゼンチンでの遺伝子
型 2B ウイルスを最後に土着株による流行が途絶えた
ことが示されていた2）。

WHO 総会で採択されたGlobal Vaccine Action Plan 

2012-2020 において, WHO 6 地域のうち少なくとも 5

地域で 2020 年までに風疹および CRS の排除が目標と
して掲げられている。現時点でアメリカ地域の他に排
除目標年を示しているのはヨーロッパ地域のみである 

（2015 年までの排除）。この地域では 2009 年までにすべ
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ての国で風疹含有ワクチンの定期接種が実施されてお
り, 2003 年から2011 年の間に約 97％の風疹患者数の減
少を達成している。しかし, 2011～2012 年にルーマニ
ア, 2012～2014 年にポーランドにおいて大規模な流行
が発生した3, 4）。それぞれの国の流行ピーク年の人口
当たり風疹患者報告割合は, 人口百万人当たり1,000

例を超えており （2013 年の日本の流行は人口百万人当
たり112 例）, 排除への道筋が万全であるとは言いがた
い。
報告されたデータ 5-7）を基に風疹含有ワクチンが定
期接種として導入された国の割合を地域ごとに示した 

（図 1 ）。風疹含有ワクチン導入国は, 2000 年に194カ
国中 99カ国 （51％） から, 2012 年には130カ国 （67％）, 
2015 年 3 月には 141カ国 （73％） へと増加している。し
かし, アフリカ地域および南東アジア地域では導入が
遅れている国が多い。日本と交流の深い西太平洋地域
および南東アジア地域において 2015 年 3 月時点で未導
入なのは, ベトナム, パプアニューギニア, バヌアツ 

（以上西太平洋地域）, インド, ミャンマー, インドネ
シア, 北朝鮮, 東ティモール （以上南東アジア地域） で
ある。このうち, ベトナム, パプアニューギニア, イ
ンド （一部）, ミャンマーでは, 2015 年中に定期接種の
導入が計画されている7）。
風疹ウイルス遺伝子型の動向
病原体検出情報の集計によると, 2011 年以降日本で
検出された風疹ウイルスの遺伝子型は 1E, 1J および
2B の 3 種類に限定され （ワクチン関連株と考えられ
る遺伝子型 1a を除く）, その中でも特に遺伝子型 1E

および 2B ウイルスがほとんどを占める （図 2 ）。この
傾向は世界的にも同様に認められる。WHO 麻疹風
疹実験室ネットワークでは, 風疹ウイルス遺伝子配列
のデータベース RubeNS を整備し, 各国の National 

Reference Laboratory 等から収集した遺伝子配列情
報を管理している。収集された情報は世界的な風疹ウ
イルスの追跡や風疹ウイルス土着株の排除状態の解析
等のために用いられる。本データベースに登録された

図1. 地域別の風疹含有ワクチンの定期接種導入国の割合
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図2. 日本の遺伝子型別風疹ウイルスの検出状況
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図3. 地域別、 年代別、 遺伝子型別の風疹ウイルスの検出状況
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ウイルス株の遺伝子型情報 （2015 年 6 月10日時点） を
基に, 世界的な風疹ウイルスの分布状況を解析した。
前ページ図 3 に WHO の 6 地域における年代別 （2001

～2005 年, 2006～2010 年, 2011～2015 年 6 月） の各遺
伝子型ウイルス報告割合を示した。各国ならびに各地
域において報告数に大きな差があるため, 必ずしも正
確な分布状況を示していない可能性がある。風疹ウイ
ルスの遺伝子型は現在 13 種類に分類されているが, 2001

年以降で発生報告があったのは 11 種類である。2001～
2005 年には 11 種類の遺伝子型ウイルスが報告された
が, 2006～2010 年には 7 種類, 2011～2015 年 6 月に
は 5 種類 （1a, 1E, 1G, 1J および 2B） と, ウイルス遺伝
子型が収束してきている。日本の近隣である西太平洋
地域や南東アジア地域ではほとんどが遺伝子型 1E お
よび 2B ウイルスとなっている。特に遺伝子型 2B ウイ
ルスは 2006年以降爆発的に全世界に拡散したことが
分かる。中国においても2008～2009 年に検出されたの
は土着株である遺伝子型 1E ウイルスがほとんどで
あったが 8）, 2014 年において WHO に報告されたウイ
ルス （N=89）のうち56％が遺伝子型 2B ウイルスにな
るなど, 本遺伝子型ウイルスの浸潤が著しい9）。世界
的に風疹ウイルスの遺伝子型が収束してきたことか
ら, ウイルスの追跡のためには遺伝子型情報のみでは
不十分であり, 系統解析等の詳細な解析が重要となっ
てきている。
日本は 2020 年度までに風疹の排除を達成すること

を目標に掲げている。そのためには国内の充実した
サーベイランス体制の維持や, 高いワクチン接種率を
継続することが必要である。また, 海外では, まだ十
分に風疹対策がとられていない国々があることか
ら, 国内ならびに海外の風疹流行状況を常に把握して
対策に生かすことが重要である。
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＜国内情報＞
デング熱国内感染症例の積極的疫学調査結果の報告

デング熱はデングウイルスの感染により引き起こさ
れる蚊媒介性の急性熱性疾患であり, 突然の発熱で発
症し, 発症 1 日前から発症後おおむね 5 日目までの有
熱期間にはウイルス血症となる。この時期に感染者が
媒介蚊に刺 されると, その蚊はデングウイルスを取
り込み, 刺 から 7 日には次の吸血以降ヒトを感染さ
せることが可能になる1）。ヒトでの感染は約 50～80％
が症状のないまま経過する不顕性感染といわれてい
る。なお, 2014年に発生した国内デング熱事例はヒト
スジシマカにより媒介された。詳細は 「デング熱とは」 
http://www.nih.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/ 

238-dengue-info.html を参照されたい。
2014 （平成 26） 年 8 月以降, 約 70年ぶりに国内でデ
ング熱に感染した症例が確認されたことを受け, 厚生
労働省は関連自治体の協力を得てデング熱国内感染症
例に関して, 感染症法第15条に基づく積極的疫学調査
として, 1） 感染症法に基づき届出がなされた症例に
ついての, さらに詳細な情報の収集と解析, 2） 多くの
症例の感染場所と推定された代々木公園またはその周
辺に疫学的関連のある者を対象とした血清疫学調査を
実施した。本稿はこれらの調査結果についての報告で
ある。

 1 .  感染症法に基づき届出がなされた症例について
の詳細情報の収集
平成 26 年 11月 21日に厚生労働省は, 同年 8 月27日～

10月31日までの間に報告された計 160 例のデング熱国
内感染症例について, 各自治体が実施した積極的疫学
調査の結果の報告を求め, 158 例について情報が得ら
れた。さらに代々木公園を 1 回のみ訪問した症例 （以
下 1 回訪問例） 計 54 例については, 潜伏期および公園
内での感染リスクの情報を得る目的で, 訪問場所, 滞
在時間の情報についても追加調査を依頼し, 44 例の追
加調査結果が得られた。以下にこれらの調査から得ら
れた初診時の臨床症状およびウイルス血症の時期の行
動歴の解析結果について報告する。

1） 初診時の臨床症状およびウイルス血症の時期の
行動歴
感染機会と推定された場所へ 1 回のみ訪問歴があっ

た症例は, 158 例中 78 例 （代々木公園またはその周辺
70 例, 新宿中央公園 5 例, その他都内の公園 3 例） で
あった。それらの推定感染地の訪問日から発症日まで
の期間を潜伏期として算出すると, 中央値 6 日 〔四分
位範囲 （IQR） 5 ～ 8 , 範囲 2-13〕 であった。
初診時の臨床症状が得られたのは158 例中 68 例で, 

うち67 例 （99％） で38℃以上の発熱がみられ, 以下, 割
合の多い臨床症状は頭痛 （46％）, 関節痛 （43％）, 筋肉
痛 （31％） であった （次ページ表 1 ）。また, 嘔気 （18％）, 
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嘔吐 （12％）, 下痢 （13％）などの消化器症状が認めら
れた。発症から初診までの日数については中央値 3 日 

（IQR1～5） であった。
蚊が感染者を刺 した場合に, 蚊へウイルスを供給
する可能性が高いウイルス血症の時期 （発症前日から
おおむね発症後 5 日目までの 6 日間） の行動歴が得ら
れたのは 69 例で, 外出は延べ 227回であった （図 1 ）。
そのうち, 代々木公園およびその周辺への訪問歴のあっ
たのは, 9 例 （13％） で, 延べ 30回であった。訪問の時
期による症例数は, 発症前日 8 例 （その日外出した症
例の16％, 以下同じ）, 発症当日 8 例 （18％）, 同 2 日目
5 例 （12％）, 同 3 日目 2 例 （6％）, 同 4 日目 3 例（10％）, 
同 5 日目 4 例 （15％）であった （図 1 ）。これらの症例
は通勤・通学・余暇などの目的で同公園およびその周
辺に立ち寄っていた。

2） 1 回訪問症例における代々木公園での行動歴
代々木公園を 1 回のみ訪問した症例 54 例のうち, 追
加調査結果の得られた 44 例中, 滞在時間の回答が得
られたのは 36 例であり, 1 ～ 4 時間が最も多く14 例 

（39％）, 次いで 30 分～ 1 時間 7 例 （19％）, 4 時間以上
6 例（17％）, 30 分未満 5 例 （14％）, 不明 4 例 （11％）で
あった。訪問場所については 44 例中 31 例で地図情報
が得られたが, 刺 場所を明記していたのは 15 例であ
り, 北西部 （図 2 , ①）, 西門周辺 （同②）, イベント広
場周辺 （同③）, 原宿門北の道路沿い （同④）, 公園東部
のバードサンクチュアリ （同⑤） などであった。
防蚊対策については 44 例中 35 例で情報が得られた。
服装については長袖長ズボンを着用していた者は 1 例 

（ 3 ％） のみであった。昆虫忌避剤の使用は 5 例 （14％）
であった。

 2 .  代々木公園またはその周辺に疫学的関連のある
者を対象とした血清疫学調査
国内例の主な感染推定地となった同公園またはその
周辺を習慣的に利用する機会がある集団を対象に, デ
ングウイルスの感染者がどの程度の割合に認められる
のか, 感染者と非感染者では防蚊対策や同公園等での

滞在時間によって何らかの違いがあるか, について検
討する調査を, 自記式調査票を用いて実施した。国内
感染例のうち最も早い発症日が平成 26 年第 32 週 （ 8 月
4 日～10日） であったことから, 対象期間は, おおむ
ね潜伏期間を含むこととし, あわせて, 利用する者が
増加する時期である夏季休暇, 公園での駆虫や閉鎖な
どの対策の実施時期を考慮して平成 26 年 7 月25日～ 8

月 31日までとした。調査対象期間に同公園またはその
周辺を頻回に利用していた者や同公園を管理する職員
など計 375 名を対象とし, 同年 10月～2015 （平成 27） 
年 2 月に調査を実施した。対象者には自記式調査票を
配布し調査期間における行動を把握するとともに, デ
ングウイルスの感染の有無を調べるためのデングウイ
ルス抗体検査を希望者に対して実施した。また, すで
にデング熱と確定診断され感染症法に基づき届出がな
された症例も集計に加えた。
デングウイルス抗体検査の実施を希望した者は 375

名中 204 名 （54％） であり, うち男性 120 名 （59％）, 女
性 83 名 （41％）, 性別の記載なし 1 名であった。これら
に, 感染症法に基づく届出時に実験室診断が行われた
3 名 （男性 1 名, 女性 2 名） を加えた計 207 名のうち, デ

表1. （調査1）初診時の臨床症状
        （n=68、2014年8月～10月）
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ングウイルス検査の結果が陽性だったのは 5 ％にあた
る10 名 （男性 7 名, 女性 3 名） であった。検査結果の
内容は, 抗デングウイルス IgM および IgG 抗体陽性
（n=5）, IgG 抗体陽性 （n=2）, 非構造蛋白質 NS1 抗原
および IgM 抗体陽性 （n=2）, または PCR 陽性 （n=1） 
（届出例の結果を含む） であった。IgG 抗体のみ陽性
という結果の解釈として, 抗日本脳炎ウイルス抗体と
の交 反応の可能性と, 採血の実施日が平成 26 年 12月
中旬または 2015 （平成 27） 年 2 月中旬であったために
IgM 抗体が既に消褪していた可能性があるが, 本稿で
はデングウイルス検査陽性例として扱った。陽性例 10

名について, 直近 1 年間 （平成 25 年 7 月以降） のデン
グ熱流行地への海外渡航歴はなく, 年齢がわかった 8

名での年齢中央値は 24.5 歳 （範囲 18-65 歳） であった。
また, 病歴が聴取できた 9 名中 5 名 （56％） には 2014 年

7 ～ 8 月 （採血の 3 ～ 7 カ月前） の時
期に発熱を含む症状の自覚がなく, 

不顕性感染だったと考えられた。
自記式調査票の回答をもとに, 代々
木公園または周辺での調査期間中の
防蚊対策と累積滞在時間 〔 1 日当た
りの日照時間中 （媒介蚊の活動時間
にあたる） の平均滞在時間×調査対
象期間中の滞在日数〕 をデングウイ
ルス検査陽性例と陰性例とで比較し
た。
陽性例と陰性例について, 表 2 に

示すように, 検査結果が判明してい
る 207 名のうち, 年齢, 性別の分布に
ついて差は認められず, 防蚊対策に
ついては, 服装 （長袖長ズボンの着
用など）, 昆虫忌避剤の使用法, 殺虫
剤の使用頻度についての質問をした

が, 得られた回答の範囲内では陽性例・
陰性例の間に有意な差を認めなかった。
一方, 表 3 に示すように, 検査結果が

判明している207 名のうち, 74％に当たる
154 名 （陽性例 7 名, 陰性例147 名） で累
積滞在時間についての回答が得られた。
中央値, 四分位範囲, 範囲, はそれぞれ
60 時間, 24～121 時間, 0 ～513 時間であっ
た。これらの分布に基づいて累積滞在時
間を, I 群. 25 時間未満, II 群. 25時間以
上 60 時間未満, III 群. 60 時間以上 125 時
間未満, IV 群. 125時間以上, の 4 群に分
け, 陽性例と陰性例における分布をみた 

（表 3 ）。各群の陽性例の割合は I 群 0 ％, 

II 群 6 ％, III群 3 ％, IV 群 11％であり, 累
積滞在時間を連続変数とし, 陽性例との
関連をロジスティック回帰分析で解析し

たところ, 累積滞在時間が長いと有意に陽性者を認め
る傾向があった （p＜0.01）。
調査対象者の代々木公園での活動場所は全域にわ
たっていたが, 蚊の刺 場所として挙げられていたの
は主に公園西部であった。なかでも陽性者は渋谷門
と西門の間 （前ページ図 2 , ⑥） とイベント広場 （同
③の渋谷門付近） で蚊に刺されていた。これは, 1 回
訪問症例での刺 場所とも共通部分を有する場所で
あった。さらに, これらの場所は, 東京都福祉保健
局・建設局が発表した, デングウイルスを保有する蚊
が採集された場所とも共通していた （蚊の病原体保
有調査の結果について http://www.metro.tokyo.jp/

INET/OSHIRASE/2014/09/20o94700.htm, 調査地
点 http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/ 

2014/09/DATA/20o94700.pdf）。

表2. （調査2）対象のデングウイルス検査結果別分布（性別、年齢、防蚊対策）

˄

˄

˄

˄

性別
男性

年齢
中央値
範囲

防蚊対策*
服装

長袖長ズボン
長袖長ズボン
（一部に肌の露出あり）
上記以外
不明/未回答

塗り直して使用
塗り直さず使用
しな
不明/未回答

殺虫剤の使用
常に使用
時々使用
使用しない
不明/未回答

昆虫忌避剤の使用

表3. （調査2）デングウイルス検査結果別累積時間群別の対象の分布（性別・年齢）*

Ⅰ. 25時間未満 n 40 0(0) 40

Ⅱ. 25時間以上、60時間未満 n 36 2（6） 34

Ⅲ. 60時間以上、125時間未満 n 40 1（3） 39

Ⅳ.125時間以上 n 38 4（11） 34
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結果のまとめと考察
今回の調査は, 1） 感染症法に基づき届出がなされ
た症例からの詳細な情報収集と, 2） 代々木公園また
はその周辺を習慣的に利用する機会のある者を対象に
行った血清疫学調査であった。1） の調査ではウイル
ス血症の時期の行動歴調査 （22 ページ図 1 ） より, 同
時期に外出した症例の 6 ～18％が同公園またはその周
辺を訪問していたこと, 公園での滞在時間について, 

30 分未満と回答した症例も少なくなく, 比較的短時間
の滞在でも感染する可能性が示唆された。また, 代々
木公園での刺 場所について記憶している例では, 刺
場所が蚊の密度が多い地点と一致していた。長袖長

ズボンの着用, 昆虫忌避剤の塗布・殺虫剤の使用など
の防蚊対策をしていた割合は低かった。2） の調査か
らは血液検査を受けた対象者の 5 ％にあたる10 名がデ
ングウイルス検査で陽性と判断され, 発熱の有無の情
報が得られた陽性例 9 名中 5 名 （56％） は不顕性感染
であった。また, 代々木公園またはその周辺での累積
滞在時間の長さと陽性例との関連が示唆された。今回
の調査では長袖長ズボンの着用, 昆虫忌避剤の塗布・
殺虫剤の使用状況などの防蚊対策について, 陽性例と
陰性例間で差を認めなかったが, 昆虫忌避剤の種類や
その塗り直しの頻度, 殺虫剤の用い方など, 蚊の刺
の防止に効果的な方法だったかに関して情報がないた
め, 解釈が難しいと思われた。
これらをまとめると, ウイルスを保有する蚊が繁殖

している場所では短時間の滞在でも感染する可能性は
あるものの, より長時間滞在することで感染のリスク
がより高まる傾向があることが示唆された。また, 行
動歴の解析より同公園またはその周辺を習慣的に利用
する者は, デングウイルスに感染した場合, 発熱など
の症状を呈している場合でも同公園等を訪問してお
り, 代々木公園またはその周辺におけるデングウイル
スの感染環の維持に寄与していた可能性が否定できな
かった。蚊の繁殖期には, 野外での活動時間の長短に
かかわらず防蚊対策をすることが望ましいが, 今回の
調査対象者と同様に, 蚊の繁殖するような場所を習慣
的に利用する機会のある者に対しては, 自身の感染予
防だけではなく, 感染源となることを防止するために
も, 特に防蚊対策の強化の工夫や健康管理の啓発が必
要と思われた。また, 国内デング熱感染症例が確認さ
れた場合は, 蚊が多く分布する地点での成虫対策の実
施が必須であると思われた。代々木公園またはその周
辺の訪問者全体については, その総訪問者数, 訪問の
目的, 公園での滞在場所, 滞在時間などのデータがな
いため, 今回の結果では訪問者全体でのデング熱感染
のリスクとしては解釈できない。
今後も日本でのデングウイルス伝播の知見を蓄積す
ることが公衆衛生対策上必要である。
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＜速報＞
成田空港検疫所で確定診断されたデング熱・チクン
グニア熱・マラリア症例 （2014 年）

はじめに  :  検疫所では検疫法第 2 条に基づき政令で
定められた検疫感染症としてのデング熱, チクングニ
ア熱, マラリアが疑われる場合に対し, 同法第 13 条に
より診察および血液検査を実施している。2013 年に引
き続き, 成田空港検疫所で 2014 年にこれらの血液検査
において陽性と確認された症例についてまとめたので
報告する。
対象および方法  :  成田空港検疫所では 2014 年 1 月 1

日～12月31日までにデング熱, チクングニア熱, マラ
リアが疑われた有症者 266 名に対して血液検査を実施
した。検査実施の基準は, 帰国時に38℃以上の発熱ま
たは 38℃未満でも解熱剤を使用している場合で, 検疫
感染症に感染しているリスクが高いと診断された有症
者とした。これらの有症者に対し採血を行い, デング
熱には Real-time RT-PCR 法および迅速 NS1 検査が, 

チクングニア熱には Real-time RT-PCR 法が, マラリ
アには pLDH/HRP2 Combo Card 簡易試験および塗
抹標本のアクリジンオレンジおよびギムザ染色での顕
微鏡検査, Real-time PCR 法が実施された。採血時に
は, 渡航地, 渡航期間, 蚊刺の有無などの基本情報と
体温, 自覚症状なども聞き取られ, 一部の検体では血
球検査も実施された。
結　果  :  2014 年の血液検査で, デング熱 3 例 （男性 2

例, 女性 1 例）, チクングニア熱 3 例 （男性 1 例, 女性
2 例）, マラリア 1 例 （女性） が陽性と判定された。年
齢, 性別などの基本情報を次ページ表 1 に示す。デング
熱の推定感染国は, ケニア （ 1 例）, フィリピン （ 2 例） 
であった。チクングニア熱 3 例は, ドミニカ国 （ 1 例）, 
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フランス領ポリネシア （ 2 例） であった。マラリアは, 

ブルンジ （ 1 例） からであった。滞在期間は, デング
熱が 14～22日間 （平均 16.7日間）, チクングニア熱が
8 ～22日間 （平均13日間） であった。マラリアは 24日
間であった。蚊刺の自覚について, デング熱, チクン
グニア熱, マラリアともに全例で自覚があった。最初
に症状を自覚してから検査までの発症病日はデング熱
では 3 例とも 3 日間であり, チクングニア熱では 1 日
～ 4 日間までの幅がみられた。マラリアでは 2 日間で
あった。
検査時の体温はデング熱では 1 例を除いて 38℃以上, 

チクングニア熱も 1 例を除いて 38℃以上であった （表
2 ）。マラリアでは 37.5℃ （マラリア治療薬の服用有り） 
であった。発熱以外でみられた自覚症状は, デング熱
では倦怠感 （ 2 例）, 頭痛・頭重感（ 2 例）, 関節痛（ 2

例）, 下痢（ 1 例）であった。眼窩痛を示したものはい
なかった。チクングニア熱では倦怠感（ 3 例）, 頭痛・
頭重感（ 2 例）, 関節痛（ 3 例）, 発疹（ 1 例）, 寒気（ 1 例）, 
下痢・腹痛（ 1 例）, 咽頭痛（ 1 例）であった。マラリア

では倦怠感（ 1 例）, 頭痛・頭重感（ 1 例）であった。
考　察  :  2014 年 1 年間に当所で血液検査で陽性と判
定されたデング熱 3 例は 2013 年の報告1）よりも少ない
ものの, チクングニア熱 3 例は 2013 年と同数であった。
2013 年になかったマラリア 1 例も検出された。検査件
数 266件 （ 1 ～ 3 月 : 106 件, 4 ～ 6 月 : 55 件, 7 ～ 9 月 : 75

件, 10～12 月 : 30件） は, 2013 年の 283 件 （ 1 ～ 3 月 : 52

件, 4 ～ 6 月 : 46 件, 7 ～ 9 月 : 128 件, 10～12月 : 57 件） 
より少ないものの, デング熱の輸入感染例 249 例から
178 例への減少よりは小さく, チクングニア熱は同数
あったことから検出力は 2013 年と同等と考えられた。
デング熱について, 2014 年は国内で 342 例の届出が

あり, 輸入感染例は178 例であった2）。成田空港では
2014 年も夏期に 2 例の検出があり, 夏に多い傾向は続
いていた。また, 2013 年と大きく異なる症状などもみ
られなかった。成田空港で検出された例は 2 型と 4 型
であった。一方, 国内感染例162 例は, ほとんどが同一
のウイルスからのデング熱 1 型で 3）, 国内に流行発生
の大きな潜在性が示されており, これら 2 型と 4 型か

らの流行発生の可能性も存在していた
ことが示された。したがって, デング
熱に対して出国前からだけでなく, 帰
国後にも発症時に迅速な対処ができる
よう予防への情報発信が重要であるこ
とが示された。
チクングニア熱について, 2014 年の
国内報告例数16 例に対し, 成田空港検
疫所での検出数 3 例は, 2013 年 （ 3/13

例） と同様に高い検出割合である。
2014 年の 3 例は流行地からの帰国者で
ある。昨年, デング熱の国内発生が注
目された一方で, 大洋州 4）や中南米 5）

ではチクングニア熱の感染域も急速に
拡大していた。チクングニアウイルス
も流行の潜在性が増している。した

がって, この検出は, 水際での
一定の役割を果たしていた。デ
ング様疾患とも呼ばれるこれら
のウイルスを, 日本でも包括的
に予防する対策を考える必要が
ある。さらに, チクングニア熱
はデング熱と比べて感染輸入へ
の意識が薄い。そのため, 既に
国内に感染輸入されている可能
性も考えなければならない。
マラリアについて, 2014年に

は熱帯熱マラリア 1 例が確認さ
れた。マラリアは東南アジアに
限らず世界から感染輸入される
可能性があり, 既に毎年国内で

表1. 検査陽性を示した症例の背景情報 

デング熱 2014年

1 30 D2 4 14 3
2 10 D4 8 22 3
3 30 D2 9 14 3
チクングニア熱 2014年     

1 50 6 22 4

2 30 12 8 2

3 30 12 8 1

マラリア 2014年

1 30 1 24 2

表2. 検査陽性を示した症例の自覚症状 

WBC
/ l

HT PLT 
104/mm3

デング熱

1 37.7 2,600 46.7 14.7 

2 38.4 1,700 45.1 12.0 

3 38.9 5,500 45.5 20.3 
チクングニア熱

1 37.5 2,700 44.0 19.2 
2 38.3 6,200 51.0 19.0 
3 39.0 5,500 39.0 25.5 
マラリア

1 37.5 
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は 70 例前後の輸入感染例が報告されている6）。特
に, 熱帯熱マラリアは致命率が高いために, 迅速な対
処が必要である。海外渡航者数の増加に伴い, あらゆ
る輸入感染症のリスクが高まっている。発症時の迅速
な対処および連携が強化されるべき課題となる。
謝辞  :  本報告にあたり, データをまとめる際に支援

をいただいた足立玄洋氏をはじめ, 検疫課職員, およ
び検査課職員に厚くお礼申しあげます。
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＜国内情報＞
新潟県の中学校における百日咳集団発生事例

はじめに  :  乳幼児期のワクチン接種にもかかわらず, 

近年, 青年・成人の百日咳患者の報告数が増加してい
る。今回我々は, 新潟県内の中学校で百日咳の集団発
生を経験した。
集団発生の概要  :  2014 年 10～12月に, 新潟県内のあ
る中学校で長引く咳が流行した。12月に当科を受診し
た同校の生徒複数名について, 臨床症状と抗 PT 抗体
の上昇から百日咳と確定診断し, 集団発生と判断し
た。保健所へ連絡したところ, 中学校への注意喚起や
出席停止などが適宜行われた。12月末から冬休みが重
なったこともあり, 集団発生は終息に向かい, 翌 2015

年 1 月以降新規患者の発生は認めなかった。
調査方法  :  今回の集団発生の詳細を調査するため, 

2015 年 2 月に当科では当該中学校全生徒に対しアン
ケート調査を行い, 乳幼児期の予防接種状況, 同時期
の咳症状の有無, 家族内の症状の有無等を確認した。
また, 近隣の診療所の協力を得て, アンケート内容と
診察所見を照合して診断根拠などを確認した。以上よ
り得られた情報についてまとめた。
調査結果  :  全校生徒 145 人にアンケートを行い, 140

人から回答を得た。三種混合 （DPT） ワクチンの接種
率は 99％ （138/140） で, うち 4 回以上接種していた者
は 90％ （126/140） であった。検査診断されたのは 11

人で, すべて血清学的検査により, PT-IgG 価が 100 

EU/ml 以上であった。培養検査は 4 人に実施された
がすべて陰性であった。検査診断された11 例の咳の持
続期間は平均 47±17日で, 発症から診断までの期間は
平均 26±14日であった。同期間に咳症状を有した生徒
は79 人 （56％） おり, うち66 人 （47％） は 2 週間以上続
く咳を認め, 感染症発生動向調査における百日咳の届
出基準 1）を満たす生徒は 37 人 （26％） であった （表）。
これは咳症状を有した人のそれぞれ 84％, 47％にあた
る。
発症週別の患者数推移を図に示す。9 月下旬～10月
に数名が発症し, 11 月中旬から急増した。1 月以降に
新規患者はなかった。今回の調査対象ではないが, 同
地区の小学校でも 9 ～10月に長引く咳の流行があり, 

中学校の発端者と思われる数名は, 中学校での流行の
前に小中合同遠足や家族内で小学生との交流があっ
た。2 週間以上続く咳のあった生徒 66人のうち, 39 人
の生徒の家族も咳症状を呈していた （59％）。家族で
百日咳の確定診断を受けていたのは 1 名で, 小学生の
同胞が PT-IgG の上昇で確定診断されていた。家族内
に成人で肋骨骨折が疑われた者もいた。乳児の発症は
なかった。
考　察  :  本事例より, 現行のスケジュールにおいて
規定されている 4 回の三種混合ワクチンの接種をほぼ
完了した集団であっても, 年長児の段階で百日咳菌の

表. 調査対象生徒（n=140）の咳嗽所見
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感受性者が多数存在していることが示唆された。2007

年以降, 青年や成人の百日咳患者数の報告が増加し2, 3）, 

集団感染の報告も相次いでいる4-7）。現在わが国で
は, 乳幼児期に 4 回無菌体百日咳ワクチンが接種され
ているが, 免疫持続期間は 4 ～12 年と見積もられてお
り8）, その長期的な効果については疑問がある9-11）。本
事例をみても, 年長児のほとんどがワクチン接種を受
けているにもかかわらず発症しており, ワクチンの効
果が時間の経過とともに減弱している可能性が高
く, わが国の百日咳に対する予防接種戦略を再考する
必要がある。
また, 本事例の検査診断例の多くは診断までに 1 カ

月近く要しており, 診断法についても課題があると考
えられた。血清学的診断法は痙咳期以降の診断確定の
ために欠かせない検査ではあるが, 抗体価上昇までに
最低でも発症から 2 週間程度必要であり, この間に感
染が拡大する危険性が高い。一方, 発症初期は培養検
査が選択されるが, 年長児や成人での培養陽性率は低
く12）, 菌分離までの時間もかかる。LAMP 法が発症初
期の診断法として簡便で感度・特異度ともに高い13）が, 

現在は保険未収載であり, 検査可能な施設も限られて
いる。年長児以降の百日咳の多くは症状も典型的でな
いため, 診断は容易ではなく, 早期診断のためには
LAMP 法をはじめとする発症初期に有効な検査法の
普及が期待される。さらに今回の調査では, 集団発生
が捉えられた中学校と, その流行の前に咳嗽を呈する
生徒が多くあった小学校の生徒同士がイベントなどで
交流していたことが明らかになった。今回百日咳が発
生した地域は人口が約 3 万人と小さなコミュニティで
あり, 地域で疾病の発生情報を共有し, 各医療機関の
枠を超えた早期の流行探知, 診察, 予防対策の連携を
実践することが大切である。
重症化する可能性の高い乳児の百日咳の多くは家族
内で感染が伝播しており14）, ワクチン未接種の乳児を
感染から守るためには, 周囲の感染源を制御すること
が重要である。そのためは, 百日咳感受性者を減らす
ことと感染を拡大させないことが重要であり, 予防接
種戦略の再考, 早期診断検査法の開発・普及, そして
地域での対応が重要である。
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＜速報＞
水痘入院例全数報告の開始と水痘ワクチン定期接種
化による効果－感染症発生動向調査より

はじめに  :  水痘は水痘帯状疱疹ウイルス （varicella-

zoster virus: 以下, VZVという） の初感染によって発
症し, 小児では一般に軽症であるが, 多数の合併症が
存在することや, 将来の帯状疱疹の発症リスクなども
あり, 決して軽症疾患と侮ることはできないウイルス
感染症である。重症のハイリスク者として15 歳以上, 

乳児期後半, 免疫不全患者, 妊婦等が挙げられてい
る。また, 冬から春を中心に毎年流行がみられてきた。
水痘ワクチン （岡株） は, 白血病やネフローゼ症候
群等, 免疫不全状態の小児を水痘から守るために, 大
阪大学の高橋理明博士らによって開発された, わが国
発のワクチンである。日本では1987 年から 1 歳以上の
小児への接種が認可されたが, 任意接種であったため
接種率は低く推移していた。2014 年10月 1 日 （第 40 週） 
から水痘ワクチンが定期接種化された。生後 12月～生
後 36月に至るまでに 3 月以上 （標準的には 6 月～12月
まで） の間隔をおいて 2 回の接種を行うこととなり, 

2014 年度については, 生後 36月～60月に至るまでの者
にも 1 回の接種が定期接種として実施された。
これに先立ってサーベイランス体制が変更となっ
た。従来の感染症発生動向調査では水痘は 5 類感染症
定点把握疾患に指定され, 全国約 3,000 箇所の小児科
定点から毎週患者数が報告されていたが, 成人例, 重
症例, 予防接種歴の把握ができなかった。また, 医療
機関では水痘の院内感染が問題になることが多かった
が, その実態も不明であった。これらのことから, 2014

年 9 月19日 （第 38 週） から小児科定点からの報告は継
続したまま, 24 時間以上の入院を要した水痘症例が全
数届出対象となり, 他疾患で入院中に発症し, その後
24 時間以上入院した症例も届出対象となった。本稿に
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おいては, 定期接種化とほぼ同時
期に全数届出対象疾患として開始
され約半年を経た, 入院を要した
水痘の状況について, 概要を記述
することを目的としている。
方　法  :  2014 年 9 月19日 （第 38

週）～2015 年 4 月26日 （第17 週） ま
でに （2015 年 4 月30日現在暫定値）, 
感染症発生動向調査に基づいて報
告された入院水痘症例について, 

報告時期と年齢分布, 診断方法, 

臨床像, 院内発症例について疫学
的にまとめた。
結　果  :  全報告数は 231 例 （男性

131 例, 女性 100 例） であった。年
齢中央値は 26 歳 （範囲 0 -90 歳） で, 

年齢分布としては 0 歳, 1 歳が各
19 例 （各 8.2％） と最多で, 学童期
にかけて減少し, 30～40 代に小さ
なピークを形成した。また, 50 歳
以上が 58例 （25.1％） であった （図
1）。
年齢分布を診断時期に基づいて, 

2014 年第38～52 週 （15週間）, 2015

年を大きく等分して第 1 ～ 9 週 （ 9 週間）, 同第10～17

週 （ 8 週間） に分けて集計した （図 2 ）。この時期的区
分からは, 0 ～ 3 歳の割合は 2014 年第 38～52 週の29.6％
から, 2015 年第 10～17 週では 8.6％へと減少した。一
方, 同じ時期間で, 20～40 代の割合は 30.3％から 40.0％
に増加した。
合併症については, 全症例中で肺炎・気管支炎15 例 

（6.5％）, 膿痂疹 12 例 （5.2％）, 肝炎 8 例 （3.5％）, 脳
炎・髄膜脳炎 5 例 （2.2％）, DIC 3 例 （1.3％）, 多臓器
不全 2 例 （0.9％）, 敗血症 1 例 （0.4％）, 小脳失調 1 例 

（0.4％）, 急性散在性脳脊髄炎 （ADEM） 1 例 （0.4％）
であり, 他疾患入院中の発症 26 例 （11.2％）, 妊婦の水
痘 3 例 （1.3％） であった （いずれも重複例を含む）。届
出時点での死亡例は無かった。
診断方法については, 検査診断例が 82 例 （35.5％）
で, 残りは臨床診断例であった。検査方法としては, 

分離同定 18 例, PCR 法 15 例, 蛍光抗体法 11 例, その他
1 例 （複数検査実施 3 例） であった。ツァンク試験は報
告基準の検査には含まれていないが14例で実施されて
いた。血清学的検査は VZV-IgM 抗体価 77 例 （33.3％）, 
VZV-IgG 抗体価11 例 （4.8％） で測定されていた （重
複あり）。IgG 抗体価をペア血清で評価されていたの
は 5 例であった。発症 3 日目に既に VZV-IgG 抗体価
が高値であった者が 2 例存在し, ともに80 代であっ
た。
考　察  :  定期接種導入とほぼ時期を近くして開始さ

れた, 24 時間以上入院した水痘例の全数サーベイラン
ス報告例の年齢分布については, 全調査期間中では 0

～ 1 歳が最多であったが, 経時的に乳幼児例は減少
し, 相対的に成人の割合が増加していることが観察さ
れた （図 2 ）。小児科定点把握疾患としての水痘報告
数をみても, 2014 年第 45 週頃から例年を下回り, 2015

年は過去10年間で最低となっている （http://www.nih.

go.jp/niid/ja/10/2096-weeklygraph/1648-05varicella.

html）。全体として, 幼児を中心とする小児における
水痘患者減少の理由としては, 定期接種化による幼児
での接種が促進され, この年代の感受性者が減少した
ことによる影響の可能性がまず考えられる。
次に, 小児科定点には含まれず, 今回, 入院を要す
る水痘という形で初めて情報収集がなされた成人につ
いては, 50 歳以上が 25％を占めたことは予想以上に高
い割合であった。2014 年度から, 予防接種法に基づい
て感染症流行予測調査事業で水痘の感受性調査が実施
されており （http://www.nih.go.jp/niid/ja/y-graphs 

/5570-varicella-yosoku-serum2014.html）, 50 歳以上の
VZV-IgG 抗体保有率が 90％以上であることも考える
と, 今後さらなる情報収集と分析が必要である。一般
に VZV 初感染においては発疹の出現から 4 日頃まで
に IgG が上昇するとされる1）。本報告において, 80 代
で発症早期に VZV-IgG 抗体価が高値であった 2 例は
VZV 既感染の可能性が考えられた。水痘の既往歴不
明の高齢者の場合, 臨床症状, VZV-IgM 抗体 2）, VZV
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あるいは VZV 遺伝子の検出のみでは播種性帯状疱疹
との鑑別は困難であり, VZV の初感染としての水痘と
診断するためには発症早期の VZV-IgG 陰性, および
ペア血清での抗体陽転あるいは有意上昇の確認が診断
の一助になると考えられた。
本報告においても重症合併症が複数みられており, 

今後の接種率向上による患者数ならびに重症例の減少
が期待される。加えて, 他疾患入院中の水痘発症が全
報告例の10％以上に及んだことは注目される。院内で
水痘患者が発生した場合, 易感染性を有する他の入院
患者への感染拡大の懸念や病棟閉鎖等への影響は大き
く, その把握と対策は極めて重要である。
今後, 水痘の定期接種化以後の, 従来の小児科定点
による水痘流行の監視に加え, 入院を要した水痘患者
の動向分析によって得られる水痘の疫学の変化を定期
的に把握し, 中長期的な対策に繋げていくことが重要
である。
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　　　　　　国立感染症研究所感染症疫学センター

＜速報＞
ロタウイルス胃腸炎の発生動向とワクチン導入後の
報告数の推移

はじめに  :  わが国では, 2011年11月に単価ロタウイ
ルスワクチン, 2012 年 7 月に 5 価ロタウイルスワクチ
ンの販売が開始され, 任意接種が始まった。
ロタウイルスワクチンの接種が始まる前は, 全国約

3,000 箇所ある小児科定点医療機関のうち概ね 10％に
当たる, 約 300 箇所の医療機関が病原体定点に指定さ
れ, 5 類感染症定点把握疾患である 「感染性胃腸炎」 の
患者から採取された検体を地方衛生研究所 （地衛研） 
に送付して病原体の検出が実施されてきた （病原体

サーベイランス）。
ロタウイルスワクチンの接種開始に伴い, 病原体
サーベイランスは継続したままで, ロタウイルス胃腸
炎の中でも特に重症が疑われる症例の報告数を検討す
るために, 2013 年 10月14日 （第 42 週） から, 5 類感染
症定点把握疾患として全国約 500 箇所の基幹定点 （ベッ
ド数 300 床以上で, 内科と外科の両方を標榜する医療
機関） から, 「感染性胃腸炎 （病原体がロタウイルス
であるものに限る） （以下, ロタウイルス胃腸炎）」 の
患者数が毎週届けられることになった。届出基準は
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou11/01-05-39.html である。
本稿では, ロタウイルス胃腸炎患者サーベイランス
と, 病原体サーベイランスから, ロタウイルスワクチ
ン導入前後の報告数の推移を検討する。
ロタウイルス胃腸炎患者サーベイランス  :  2013 年第

42 週 （10月14～20日） から2015 年第 20 週 （ 5 月11～17

日） までにロタウイルス胃腸炎として基幹定点から届
けられた累積患者報告数は 7,436 であった。男性 4,017, 

女性 3,419と男性がやや多く, 年齢中央値は 2 歳 （ 0 -98

歳）で, 5 歳未満の報告が 83.7％を占めていた。シーズ
ン別の累積患者報告数は, 2013/14シーズン 〔サーベイ
ランス開始 （2013 年第 42 週）～2014 年第 35 週〕 は 3,982, 

2014/15 シーズン 〔2014年第 36 週～2015 年第 20 週 （2015

年 5 月26日現在）〕 は 3,454 であった。
ロタウイルス胃腸炎のシーズン別週別定点当たり報
告数の推移をみると （図 1 ）, 第 47 週頃から患者報告
数の増加が始まったのは同じであったが, 2014/15シー
ズンは 2013/14 シーズンより早く第 7 週頃から報告数
が急増し, 2013/14 シーズンより早く第18 週以降減少
傾向となった （2015 年 5 月26日現在）。第 1 ～20 週の
報告数を比較すると, 2014 年は 2,830 （定点当たり6.00）, 
2015 年は 3,247 （定点当たり6.84） であった （暫定値）。
2014/15 シーズンが第 21 週以降どのように推移する
か, 今後の報告数を注視する必要がある。
感染性胃腸炎病原体サーベイランス  :  各都道府県市

の地衛研から報告された, 病原体定点
におけるロタウイルスの検出数は, 国
立感染症研究所感染症疫学センターの
ホームページで公開されている （URL: 

http://www.nih.go.jp/niid/ja/iasr/510-

surveillance/iasr/graphs/1532-iasrgv.

html）。
2010/11～2014/15 シーズンの週別検出
報告数の推移をみると （次ページ図 2 ）, 
2010/11～2012/13 シーズンは年間 908～
940 で推移していたが, 2013/14 シーズン
は 435と大きく減少した。2014/15 シーズ
ンは, 第18 週の段階で, 2013/14 シーズ
ンとほぼ同じ検出報告数である。

図1. ロタウイルス胃腸炎のシーズン別週別定点当たり報告数の推移
（全年齢、2013年第42週～2015年第20週）
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2010/11～2012/13 シーズンでは, 第 14～16 週に検
出数のピークが認められたが, 2013/14 シーズンでは
前 3 シーズンよりピーク時の検出報告数は少なく, 第
16～22 週頃に緩やかな増加を認めた。その結果, シー
ズンにおける総検出報告数も減少した。2014/15シー
ズンについても第 20 週の時点では 2010/11～2012/13

シーズンのような検出報告数の増加はないが, 今後の
推移を見守る必要がある。
考　察  :  ロタウイルス胃腸炎患者サーベイランスで

は, 2014/15 シーズンは 2013/14 シーズンと比較し, ピー
クの高さは低かったが, ピークの時期が 4 週間程度早
かった。しかし, 病原体サーベイランスの週別検出報
告数の推移をみると, 2010/11～2012/13 シーズンと比
較して, 2013/14, 2014/15 シーズンのロタウイルス検
出報告数は減少傾向である。一方, ロタウイルス胃腸
炎患者サーベイランスの開始は 2013年10月であり, ロ
タウイルス胃腸炎の患者数の推移を検討するには, さ
らなる報告の蓄積が必要である。ロタウイルスワクチ
ン被接種者数の増加に伴い, 今後はロタウイルス胃腸
炎による重症例の減少, ひいては流行規模の縮小が期
待される。
謝辞  :  本報告は, 全国の医療機関, 保健所, 地方感

染症情報センター, 地方衛生研究所の皆様からの報告
をまとめたものです。感染症発生動向調査へのご協力
に深謝致します。
　　　　　　国立感染症研究所感染症疫学センター

＜外国情報＞
世界的なポリオ根絶に向けた現状, 2014～2015 年

1988 年世界保健総会がポリオ根絶を決議して以来, 

野生株ポリオウイルス （WPV） の常在的な感染伝播
はアフガニスタン, ナイジェリア, パキスタンを除く
すべての国で遮断されていた。2012 年 11月以来, 3 つ
の WPV のうち検出されているのは 1 型だけである。
2012年, WHO は世界保健総会で, ポリオ根絶を 「国際
的な公衆衛生のための緊急プログラム」として宣言

し, 2014年には WHO は残るポリオ常在国から非
ポリオ常在国への WPV の継続的, 国際的な拡大
を懸念し, 国際保健規則に基づく 「国際的に懸念
される公衆の保健上の緊急事態」 を宣言した。2014

～2015 年におけるポリオ根絶に向けた現状につ
いて要約する。

WPV による急性弛緩性麻痺 （AFP） の報告数
の推移  :  2014 年 WPV1 による AFP が 359 例 （2013

年は416 例） 報告されており, ポリオ常在国ではパ
キスタンで 306 例 （2013 年は93 例）, アフガニスタ
ンで28 例 （2013 年は12 例） と増加, 一方ナイジェリ
アでは 6 例 （2013 年は 56例） と減少していた。ま
た, 非ポリオ常在国への輸出例は19 例 （全報告数

の 5 ％） であった。
なお 2015 年 5 月の時点では, WPV1 は 23 例 （2014 年

の同期間では 55例） が報告されており, 1 例はアフガ
ニスタン, 22 例はパキスタンからの報告であった。
WPV2 の検出は1999 年以降なく, WPV3 の検出は
2012 年のナイジェリアの症例が最後であった。
予防接種活動  :  経口生ポリオワクチン （OPV） の定
期接種について, 2013 年の 1 歳までの乳児における
OPV （ 3 回） 接種率は, アフガニスタン 90％, ナイジェ
リア 67％, パキスタン 66％であった。
補足的ワクチン接種活動 （SIAs） として, 2014 年は

341 回の活動において23 億回分の OPV が投与された。
ポリオ常在国であるナイジェリアでは新規の WPV

症例の発生に対し国家的対策がとられ, アフガニスタ
ンやパキスタンでは紛争などで立ち入りが困難な国境
境界周辺や難民の小児をワクチン接種対象とした。

WPV サーベイランス  :  WPV 伝播を表すための
AFP サーベイランスの質を表す指標として, AFP の
うちでポリオウイルス以外によるものの割合 〔非ポリ
オ AFP （NPAFP） 率〕 と AFP からの便検体採取率の
2 つがあるが, 2010～2014 年でポリオ （WPV または
circulating vaccine-derived poliovirus: cVDPV） の報
告がある29カ国において両方の指標を満たすものは
72％であった。一方, ポリオ常在国の 3 カ国において
は両指標を満たしているものの, 疫学的, 環境的, ウ
イルス学的サーベイランスデータの間に差がみられ
た。
まとめ  :  ポリオの感染伝播の制御と排除に関する近

年の対策は, 予防接種とサーベイランスの強化により
世界的に維持されるべきである。パキスタンやアフガ
ニスタンからのポリオ輸出例を減らしていく試みは, 

ポリオを世界から永久的に根絶する可能性を高めるこ
とにつながる。

（WHO, WER 90: 252-260, 2015）
（抄訳担当  :  感染研・渡邉愛可、島田智恵）

図2. 週別ロタウイルスの検出報告数（2010/11～2014/15シーズン）
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Rubella and congenital rubella syndrome (CRS) are Category V infectious diseases.  Physicians who have made a diagnosis for 
either rubella or CRS shall notify all cases within 7 days, and preferably within 24 hours for prompt implementation of public 
health measures (Guidelines for the Prevention of Specifi c Infections: Rubella) (Ministry of Health, Labour and Welfare notice No. 
122, March 28, 2014).  Notifi cation criteria are found in http://www.nih.go.jp/niid/images/iasr/36/425/de4251.pdf for rubella, http://
www.nih.go.jp/niid/images/iasr/36/425/de4252.pdf for CRS; patients having all of the triad (small erythema/pink papule on the 
whole body, fever, and lymphadenopathy) without laboratory confi rmation are classifi ed as “clinically confi rmed rubella” and those 
with at least one of the clinical symptoms and laboratory confi rmation are classifi ed as “laboratory-confi rmed rubella”.

National Epidemiological Surveillance of Infectious Diseases (NESID)–Rubella:  The reported number of rubella 
patients increased from a total of 378 in 2011 to 2,386 in 2012 and to 14,344 in 2013 (Fig. 1, upper panel).  The reported number of 
rubella patients dropped to 320 in 2014. From 2011 to 2015 (through week 25), 63-78% of the reported cases were laboratory-
confi rmed, 80% of which were by IgM antibody detection (Fig. 1, upper panel).  Although clinical diagnosis of rubella can be assisted 
by epidemiological information, laboratory diagnosis is strongly recommended for differential diagnosis from other infectious 
diseases and syndromes, such as erythema infectiosum, measles, infectious mononucleosis, enterovirus infections, streptococcal 
infections, and drug rash.

From 2011 to 2015 (week 25), 13,305 male and 4,214 female rubella patients (3-fold more males than females) were notifi ed. 
In the 2013 epidemic, the number of male patients (664 cases) peaked in the 19th week and that of female patients (241 cases) 
peaked in the 21st week (Fig. 1, lower panel).  In 2011, only a few prefectures, such as Fukuoka, Kanagawa and Osaka, reported 
relatively large number of rubella cases (Fig. 2 in p. 119 of this issue).  However, in 2012, all prefectures except Ishikawa, Tokushima 
and Miyazaki reported cases, and in 2013, all 47 prefectures reported cases (112.7/1,000,000 population).  In 2014, Tokyo and 
Kanagawa prefectures reported relatively large number of cases.

Among reported rubella patients, men in their early thirties and women in their early twenties were the age groups most 
reported in 2011-2012, while in 2013, men in their late thirties and women in their early twenties were the most reported age 
groups (Fig. 3).  Women in their early twenties include those who were born on or prior to April 1, 1990, when a single dose was 
offered as routine immunization.

NESID–CRS:  Women infected by rubella within 20 weeks of gestation are at risk of giving birth to CRS infants (see p. 125 of 
this issue).  A total of 45 CRS cases were reported from week 42 of 2012 to week 40 of 2014; reports of CRS cases rose substantially 

<THE TOPIC OF THIS MONTH>
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Figure 1. Weekly number of reported rubella cases and congenital rubella syndrome (CRS) cases,
 week 1 of 2011 to week 25 of 2015, Japan
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(>3 cases/week) 5-6 months after the peak in reported female rubella cases (Fig. 
1, lower panel).   The top six prefectures with the largest number of reported CRS 
cases, by suspected place of infection (Fig. 4), was Saitama (6 CRS cases), Chiba 
(3 CRS cases), Tokyo (11 CRS cases), Kanagawa (6 CRS cases), Osaka (7 CRS 
cases) (see p. 120 of this issue) and Hyogo (3 CRS cases) ; the number of rubella 
cases during 2012-2013 for the respective prefectures were 704, 824, 4,116, 
1,944, 3,600, and 1,455 cases (Fig. 2 in p. 119 of this issue).

Follow-up testing of throat swabs of 12 CRS infants revealed that the rubella 
virus frequently persisted for three months but up to 13 months after birth (see 
p. 120 of this issue).  As newborns without any signs or symptoms may develop 
hearing loss (see p. 123 of this issue) or cataract later, infants born to mothers 
infected or suspected to be infected with rubella require careful monitoring.

Routine immunization coverage:  As of May 2015, two doses of measles-
rubella (MR) combined vaccine are provided as routine immunization, with the 
fi rst dose at one year of age and the second dose within 1 year prior to primary 
school entrance. During fi scal year 2011 to 2013, the vaccination coverage was 
95.3-97.5% for the fi rst dose and 92.8-93.7% for the second dose (see p. 132 of this 
issue).

Rubella seropositivity in the population (National Epidemiological 
Surveillance of Vaccine-Preventable Diseases):  In 2014, 17 prefectural 
and municipal public health institutes (PHIs) in Japan surveyed 5,743 healthy 
individuals (2,882 males and 2,861 females) for rubella hemagglutination 
inhibition (HI) antibody level (Fig. 5 in p. 119 of this issue). The proportion 
seropositive (≥8 HI titers) was 25-27% in infants <1 year of age, 63-67% in one 
year olds, and ≥90% among those 2-29 years of age (93% in males and 96% in 
females).  The proportion seropositive was ≥90% for female adults in all age groups, but varied among male adults (82% for 35-39 
years, 79% for 40-44 years, 74% for 45-49 years, and 77% for 50-54 years) (see p. 130 of this issue).  This gender difference is due to 
the fact that only women received routine rubella vaccination among those born between April 2, 1962 and April 1, 1979.

Rubella epidemics overseas and virus genotypes:  Globally, many countries in the world repeatedly experience large scale 
rubella epidemics, and WHO estimates that 110,000 CRS infants are born annually.  The World Health Assembly in 2012 adopted 
the resolution to eliminate rubella by 2020 in fi ve of the six WHO regions, and the Americas region was the fi rst to attain this goal, 
in April 2015.

There are currently 13 known genotypes for rubella virus.  From 2011 to June 2015, globally circulating genotypes were 1a, 
1E, 1G, 1J and 2B; notably, genotype 2B had spread globally since 2006.  Genotypes prevalent in the WHO’s Western Pacifi c and 
Southeast Asian Regions are 1E and 2B.  As the number of circulating genotypes has recently declined, phylogenetic analysis of the 
isolates is becoming necessary for tracing the movement of rubella virus (see p. 135 of this issue).

Challenges and next steps: Japan aims to eliminate rubella by 2020 and achieve zero CRS cases.  Special guidelines outlining 
the necessary activities are now available (see p. 133 of this issue).  The 2013 rubella epidemic (IASR 34: 348-349, 377-378, 2013 & 
35: 17-19, 2014), however, revealed the persistence of large number of susceptible male adults in Japan.  Thus, without intervention 
in this population, achieving such goals will be diffi cult.  As the most frequent place for rubella transmission was the workplace 
during the 2013 epidemic, the role of companies, particularly their occupational physicians at the workplace, needs to be emphasized 
(see p. 128 of this issue).  The Day Care Division of Equal Employment, Children and Families Bureau, MHLW, recommends 
conducting rubella antibody tests or vaccination to trainees at nursing training facilities who do not have a history of rubella 
infection or vaccination (see p. 134 of this issue).

The National Institute of Infectious Diseases has produced guidelines on i) rubella prevention in the workplace, ii) rubella 
prevention in medical settings, iii) local government’s response to rubella outbreaks, iv) establishment of committees and other 
measures for rubella control at the prefectural level, and v) guidelines for the notifi cation of rubella and CRS for medical doctors.

Elimination of rubella by 2020 requires the concerted efforts of relevant stakeholders, and each and every person should work 
towards this goal.  The following measures should be taken:

1. Communicate that the risk of CRS can be prevented by vaccination not only to women expecting pregnancy and their family 
but also to unmarried men and women. Higher accessibility to antibody testing and MR vaccination to this population 
should be attained (see pp. 120, 122 & 129 of this issue).

2 Consultation services concerning CRS should be provided to physicians in primary obstetric facilities; currently 16 
secondary obstetric facilities in the nine prefectural blocks in Japan provide such services (see p. 122 of this issue).

3. Post-delivery vaccination to women with rubella HI antibody ≤16.
4. In the case of an outbreak involving a company, there should be cooperation between the affected company and regulators. 

In fact, when rubella emerged in a company that had branches in Asian countries, collaboration between the company, the 
local health centers, and the local government successfully prevented further expansion of the outbreak in 2015 (see p. 126 
of this issue).

It should be reminded that MR vaccination without prior antibody testing does not cause any harm.  What should be avoided 
is to neglect follow-up of people found to lack antibody against rubella.

The statistics in this report are based on 1) the data concerning patients and laboratory fi ndings obtained by the National Epidemiological 
Surveillance of Infectious Diseases undertaken in compliance with the Law Concerning the Prevention of Infectious Diseases and Medical Care for 
Patients of Infections, and 2) other data covering various aspects of infectious diseases.  The prefectural and municipal health centers and public 
health institutes (PHIs), the Department of Food Safety, the Ministry of Health, Labour and Welfare, and quarantine stations, have provided the 
above data.
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Figure 3. Age distribution of rubella cases by gender,
 2011-2015, Japan
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